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 開  議       〈午前１０時００分〉 

 

      ○開議の宣告 

○委員長（菅原隆男） おはようございます。ご参集まことにご苦労さまです。 

  これより予算特別委員会を開会いたします。 

  出席委員は全員であります。定足数に達しておりますので、直ちに本日の会議を開き

ます。 

  ３月５日開催の定例会本会議において本委員会に付託された平成31年度白鷹町一般会

計外９件の予算について審査を行います。 

  審査の方法は、配付しております予算特別委員会審査順序のとおり、一般会計につい

て歳入一括、歳出は所管ごとの審査を行った後、特別会計、企業会計を審査し、採決し

たいと存じますが、ご異議ございませんか。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長（菅原隆男） ご異議がないので、そのように進めることに決しました。 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

      ○平成３１年度白鷹町一般会計予算の審査 

○委員長（菅原隆男） それでは、平成31年度白鷹町一般会計予算を議題として質疑を行

います。 

  質疑は、所管ごとに概要説明を受けた後、一問一答形式で行います。 

  説明員の交代は、速やかに行うようご協力をお願い申し上げます。また、質問される

方、答弁なされる方とも簡潔明瞭にされるよう申し添えます。なお、質問される方は、

各会計予算書または当初予算（案）の概要のページを示してください。 

  初めに、歳入全般について概要説明を求めます。松野総務課長。 

○総務課長（松野芳郎） ご説明を申し上げます。 

  平成31年度一般会計当初予算の歳入全般にわたりまして、その概要をご説明申し上

げます。 

  予算説明書13ページをお開きいただきたいと思います。 

  初めに全体的事項でございますが、歳入予算につきましては、地方財政計画等からの

推計のほか、町内の景気動向や財政収支の見通しなどを踏まえるとともに、負担金補助

金等につきましては、各種の要綱等に基づき算定をいたしたものでございます。 

  次に、主な項目につきまして申し上げます。なお、１款町税につきましては、決算見

込みや町内の景気動向、固定資産税の時点修正等に基づき算定をいたしております。後

ほど税務出納課長よりご説明を申し上げます。 

  15ページをごらんください。２款地方譲与税9,970万円、2.4％の減となっております。

増の要因といたしましては、森林環境譲与税の創設により増、減の要因といたしまして
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は、自動車重量譲与税の決算状況等を踏まえて減を見込んだものでございます。 

  17ページ、７款自動車取得税交付金1,310万円、50.2％の減を見込んでおります。減

の要因といたしましては、地方税率の引き上げに伴う自動車取得税廃止による減を見込

んでおるところでございます。 

  ８款環境性能割交付金480万円、皆増でございます。増の要因といたしましては、自

動車取得税の廃止にかわり、自動車に係る環境性能割の導入による創設でございます。 

  ９款地方特例交付金2,980万5,000円、305.7％の増でございます。増の要因でござい

ますが、軽自動車に係る環境性能割の臨時的軽減による減収補塡及び幼児教育無償化に

伴う子ども・子育て支援臨時交付金の創設等によるものでございます。 

  18ページ、10款地方交付税32億6,800万円、2.1％の増を見込んだところでございます。

普通交付税につきましては、臨時財政対策債に振り替える措置の減少に伴う交付税参入

分の増加及び基準財政収入額における自動車取得税交付金の減少の影響等を見込み、

1.9％増の29億7,800万円と見込んだところでございます。なお、平成30年度の決定額29

億9,175万9,000円との対比におきましては、1,375万9,000円、0.5％の減と見込んだと

ころでございます。特別交付税につきましては、置賜定住自立圏構想分の増加等により

２億9,000万円を見込んでおります。 

  21ページをお願い申し上げます。14款国庫支出金６億4,608万5,000円、12.0％の増で

ございます。増の要因でございますが、民間保育所及び認定こども園に係る教育保育給

付費負担金の増、地域連携ＤＭＯ推進事業等に係る地方創生推進交付金の皆増等でござ

います。減の要因といたしましては、対象者の減による障がい福祉サービス費負担金の

減、対象者の減による児童手当負担金の減などでございます。 

  23ページをお願いいたします。15款県支出金６億9,405万2,000円、6.1％の減を見込

んだところでございます。まず、増の要因といたしましては、民間保育所及び認定こど

も園に係る教育保育給付費負担金の増、畜産経営競争力強化支援事業に係る補助金の増、

日本の紅（あか）をつくる町推進事業に係る中山間地農業ルネッサンス事業補助金皆増、

参議院議員通常選挙に係る委託金の皆増等でございます。減の要因といたしましては、

民間保育所支援事業に係る補助金の皆減、老人福祉施設整備支援事業に係る交付金の皆

減、県営土地改良事業換地業務に係る委託金の皆減等でございます。 

  29ページ、18款繰入金４億7,508万7,000円、38.8％の増を見込んだところでございま

す。増の要因でございますが、財政調整基金及びまちづくり複合施設整備事業に対して

の公共施設整備基金からの繰り入れの増でございます。減の要因といたしましては、ふ

るさと応援基金からの繰り入れの減でございます。 

  33ページ、21款町債14億2,350万円、1.1％の減を見込んだところでございます。増の

要因といたしまして、まちづくり複合施設整備事業の増、調理場施設整備の増、八景南

小路線道路改良事業の皆増等でございます。減の要因といたしましては、老人福祉施設
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整備支援事業の減、日本の紅（あか）をつくる町推進拠点施設整備事業の皆減、民間保

育所支援事業の皆減、東陽の里整備事業の皆減等でございます。なお、１款町税の説明

の後、地方消費税交付金を充当する社会保障施策の経費の状況につきましては、財政係

長より説明を申し上げますので、よろしくお願いを申し上げます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋課長。 

○税務出納課長（髙橋浩之） それでは、私から、１款の町税について概要を説明申し上

げます。 

  予算説明書の13ページから15ページ、また当初予算（案）の概要の14ページと15ペー

ジ目をあわせてごらんいただきたいと思います。 

  初めに、景気は日本経済全体では緩やかな回復が続いているとし、景気拡大は戦後

大と言われる中で、地方においても、企業収益や個人所得に対する税収面で改善が続い

ております。しかし、地方税を取り巻く環境は、人口減少や少子高齢化の進展等、今後

の経済情勢次第では先行き不透明な状況が懸念されますので、引き続き、給与所得者に

おける個人住民税の特別徴収の推進、それから郵便局窓口収納やコンビニ収納などによ

り、町税収入の確保に向けた取り組みを推進してまいります。 

  次に、町税全体の予算額でありますが、個人や法人の町民税や固定資産税で増収が期

待できること等により、対前年度比1.7％増の11億6,673万9,000円を計上しております。 

  続いて、税目別の概要を説明申し上げます。 

  まず、町民税でありますが、個人町民税は、納税義務者数は増加し、個人所得の増加

に伴い、あわせて平成30年度の実績見込みを踏まえ1.3％増の４億6,886万円としており

ます。 

  法人町民税は、均等割は若干減額と見込んでおりますが、法人税割は平成30年度の実

績見込み等を踏まえ、増額を見込み7.4％増の6,565万2,000円としており、町民税全体

では2.0％増の５億3,451万2,000円を計上しております。 

  固定資産税は、土地、家屋、償却資産で、平成30年度の実績見込み等を踏まえ、土地

では時点修正での下落等、家屋では新・増築及び取り壊し等、償却資産は新規の減免等

を見込みました。交付金も合わせた固定資産税全体では、2.0％増の４億8,765万2,000

円としております。 

  軽自動車税は、総台数は減少すると見込むものの、四輪乗用の登録台数が微増傾向に

あります。また、平成31年10月から自動車取得税にかわり環境性能割が設けられること

もあわせ、軽自動車税全体では1.9％増の4,851万7,000円としております。 

  たばこ税は、税率引き上げや健康志向の高まりに伴う消費本数の減少を考慮し、

3.0％減の5,5542万9,000円としております。 

  入湯税は、平成30年度の実績見込みをもとに、宿泊と日帰りともに客数の減少を見込
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み、5.2％減の357万8,000円としております。 

  都市計画税は、固定資産税と同様の考え方で税額を見込んでおり、0.5％増の3,705万

1,000円としております。 

  以上が、町税全体の予算概要でございます。 

○委員長（菅原隆男） 小林係長。 

○財政係長（小林 裕） 私のほうより、地方消費税交付金が充てられます社会保障４経

費、その他の社会保障施策に要する経費についてご説明させていただきます。 

  平成31年度の当初予算（案）の概要の 後のページ、119ページをごらんいただきた

いと思います。参考として作成させていただいたものでございます。 

  まずは、歳入でございますが、地方消費税交付金でございます。平成30年度の決算見

込みと、県、あるいは地方財政計画等の増減率等をもとに推計したものでございます。

予算額といたしましては２億4,270万円を見込んでいるものでございます。そのうち社

会保障財源化分といたしましては、平成31年度の推計値を国の配分基準で案分して見込

んだものでございまして、9,990万円を見込んでいるものでございます。 

  この社会保障財源化分が充てられます社会保障４経費、その他社会保障施策に要する

経費といたしまして、予算の３款と４款を予定しているものでございます。歳出でござ

いますが、３款民生費であれば、１項社会福祉費では、主な事業といたしまして障がい

者自立支援給付事業、２項児童福祉費であれば、児童措置費や保育園費を見込んでおり

ます。４款衛生費でありますと、１項保健衛生費の中の保健活動費、３項病院費であれ

ば、主な事業といたしまして病院費を見込んでいるものでございます。 

  これらの事業費から国県支出金、その他特定財源を除きました一般財源でございます

が、右下の下から２段目でございます。一般財源の合計といたしまして12億5,400万

1,000円のうち、社会保障財源化分の地方消費税交付金といたしまして9,990万円を充て

させていただいているものでございます。こちらにつきましては、引き上げ分の地方消

費税につきましては、消費税法第１条第２項に規定されます経費、その他の社会保障施

策に要する経費に充てるものとされており、使途の明確化を求められておりますことか

ら、この表を作成したものでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） 説明が終わりました。 

  質疑を行います。６番、小形委員。 

○６番（小形輝雄） 歳入２点ほどお聞きしたいと思います。 

  予算書の13ページ、町税等についてでありますけれども、町税は個人町民税、それか

ら法人町民税、固定資産税ともに増で見込んでいるということでありますけれども、景

気の動向は上向きということであります。今後、消費税率の引き上げが予定されている

わけでありますけれども、今後の税の動向について、どのように捉えているか。また、
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税率引き上げによる消費の落ち込みなど、これらについてどのように踏まえているか、

踏まえる必要があるのか、その辺についてお伺いしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） お答え申し上げます。 

  今回の予算につきましては、消費税関係につきましては、10月１日施行ということで、

税目等の賦課の基準日以降に施行されるものでありますことから、直接影響が入るもの

はたばこ税のみと考えております。全体的なものといたしまして、町民税の個人及び法

人につきましては、平成30年度の予算、歳入の見込みにより、ただいま申告をしてこれ

から実際の額を計算するところでございますが、現状においてはこのくらいの増を見込

めるかなというところで数字を出しております。法人町民税につきましても平成29年度

の決算及び平成30年度の決算見込みの状況より法人税割が上昇傾向にあるため、今この

状態で見込んでおります。固定資産税につきましては、昨年評価替えということで、減

少傾向で予算を組ませていただいたものですけれども、平成30年の調定及び収入の見込

みを合わせて、また、新・増築家屋の増に合わせて、２％の増と見込ませていただいた

ものでございます。 

  これからの動向につきましては、消費税の改正が10月ということになっておりますの

で、駆け込み需要、今までですと４月１日から改正でございましたので、３月に駆け込

み需要がありましたが、今回10月でございますので、駆け込みの需要があったとしても、

例えば軽自動車税であれば、４月１日にあるものに賦課させていただきますので、それ

までに駆け込みの減少分がならされるような形であると思われ、今後とも現在のような

景気状況であれば、横ばいか若干の上昇を見込めると考えております。 

○委員長（菅原隆男） ６番、小形委員。 

○６番（小形輝雄） 了解です。それぞれの町税つきまして、滞納繰越分が計上されてい

るわけでありますけれども、昨年度予算額に比べて減少傾向にあるということでありま

すけれども、その理由についてお聞きしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋課長。 

○税務出納課長（髙橋浩之） お答申し上げます。 

  議員ご指摘のように、滞納繰越額ということで、平成31年度における滞納繰越額にお

きましては、予算ベースで前年度よりも94万1,000円ほど減少を見込んでおるところで

ございます。 

  収納対策ということで、新たな滞納者をふやさないように面談や催告等を現年分の収

納対策に取り組んでおります。 

  また、滞納となっている方には、こちらも面談や催告等により、納税誓約を取り交し

ながら、納税を勧めておるような現状でございます。その結果として、平成30年度実績

を踏まえ、滞納繰越の調定額は減るものと捉えまして、収納率についても平成30年度と
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同じぐらいということで算出しており、滞納繰越額は減るものと捉えております。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ６番、小形委員。 

○６番（小形輝雄） 今後とも税を納めていただくような努力をお願いしたいと思います。 

  それから２点目、予算書の15ページ、森林環境譲与税、これについて新規に計上され

ているわけですけれども、内容についてどのようなものかお聞きしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 小林係長。 

○財政係長（小林 裕） お答えいたします。 

  森林環境譲与税でございますが、こちらにつきましては温室効果ガス削減目標の達成

ですとか、災害防止等を図るために、森林整備に必要な地方財源を安定的に確保する観

点から創設されたものでございます。森林環境譲与税につきましては、平成31年度から

の譲与になっておりまして、もう一つの森林環境税につきましては、平成36年度からの

課税になるものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ６番、小形委員。 

○６番（小形輝雄） これについては、どういった事業に使われて、また、今後どのよう

になるのか、その辺もお聞きしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 小林係長。 

○財政係長（小林 裕） お答えいたします。 

  この森林環境譲与税の使途でございますけれども、国では間伐ですとか、人材育成、

担い手の確保、それから木材利用の促進などが使途とされております。また、国として

も例えば交付税との関係など、具体的な制度設計が示されておりませんけれども、本町

におきましては、森林、林業再生事業といたしまして、森林境界明確化事業ですとか、

地域林政アドバイザー事業等への充当を予定しているものでございます。 

  また、今後の森林環境譲与税の見込みでございますけれども、今現在は、森林環境税

が課税になる前に、前倒しで譲与になってございまして、今後段階的にこの譲与額が引

き上がる見込みでございます。 終的には、平成45年度に満額の譲与になる予定でござ

いまして、平成31年度では480万円を見込んでおりますが、 終的な平成45年度には

1,640万円ほどに試算しているものでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） ６番、小形委員。 

○６番（小形輝雄） 今後交付金を有効活用する観点からでありますけれども、林業従事

者の育成が必要ではないかと思いますけれども、今後ぜひ検討していただきたいと希望

を申し上げます。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 
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○５番（小口尚司） 予算書の14ページ、町税の中の軽自動車税の環境性能割、予算額24

万9,000円とありますけれども、歳入見込みについての考え方をお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） お答えいたします。 

  軽自動車税の環境性能割につきましては、平成28年度の地方税法の改正により設けら

れたものでございます。消費税率の改正に合わせ自動車取得税を廃止し、かわりに自動

車税と軽自動車税にそれぞれ創設されるものでございます。軽自動車分の税率は、軽自

動車の取得価格に燃費基準達成度等に応じて非課税、１％、２％の税率に賦課されるも

のであります。こちらにつきまして、販売店に配慮し、県証紙の形で納税ということと

なりますので、県が町のかわりに収納を行い、県から町へ交付をいただくものとなって

おります。こちらの県で一旦受けていただくというワンクッション入るものですから、

平成31年10月１日から課税になるものでございますが、収入については２カ月後に入る

ということになっております。このため、今回の予算につきましては、平成31年10月分

から平成32年１月分までの４カ月分で見込みを行っております。見込みの台数等につき

ましては、平成29年までの過去３年間の平均の町での登録台数及び平成29年の県におけ

る自動車取得税における軽自動車の取得の平均価格をもとに算定したものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） ただいま算定根拠についても若干説明がありましたけれども、具体

的な算定根拠がわかればお伺いしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） こちらにつきまして、免税点というものが設けられておりまし

て、50万円以下のものがまず非課税となりますことから、中古車について非常に算定が

難しいということで、今回につきましては４カ月分の乗用車13台分、貨物自動車10台を

見込んでおり、その取得価格をもとに算定したものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） わかりました。将来の歳入見込みはどう捉えているのかお伺いしま

す。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） お答えいたします。 

  平成31年度につきましては、先ほど申し上げたように、４カ月分の納入となっており

ますが、その後の年度については、12カ月、毎年入ってきますので、今回の約３倍を見

込みたいところでございますが、まだ取得価格等や軽減の動向がわかりませんので、一

応今のところの見込みとしては平成31年度の４倍程度収入になるものと予想しておりま

す。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 
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○５番（小口尚司） わかりました。 

  続きまして予算書の17ページ、８款環境性能割交付金が創設されたようですけれども、

ここでも480万円計上されておりますけれども、その見込み等についてお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 小林係長。 

○財政係長（小林 裕） お答えいたします。 

  環境性能割交付金でございますが、こちらにつきましては、新たなものでございまし

て、国での車体課税の大幅な見直しが行われることとなりまして、消費税率の10％引き

上げに合わせて、自動車の保有課税を恒久的に引き下げることなどが実施されまして、

あわせて燃費性能のすぐれた自動車の普及等を図ることとされておるものでございます。

これらの取り組みに応じまして、県の自動車取得税は平成31年の９月で廃止されまして、

新たに10月１日から環境性能割として課税されるものでございます。これらを踏まえま

して、平成31年度環境性能割交付金を見込んだものでございますが、具体的には県から

市町村に交付される交付金でございまして、県で示しております伸び率をもとに、本町

分を積算したものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） 歳入の見込みについてはわかりましたけれども、この環境性能割の

導入によって、今後町の歳入はどのようになるのか、捉えているのかお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 松野総務課長。 

○総務課長（松野芳郎） お答え申し上げます。 

  環境性能割の導入の目的の一つといたしましては、燃費性能のよい車の導入の促進を

目指しているということがございます。これらにつきましては、その燃費性能のよい車

を導入した場合につきましては、税金の面からも軽減をしていくという捉え方ができる

わけでございまして、この影響につきましては、そういった性能のいい車だけであれば、

税金の面から申し上げれば減収という状況になるだろうと推測をしているところでござ

います。また、一方で燃費達成率の悪い車につきましては、逆に負担がふえるという制

度設計になってございますので、これらの保有台数の状況に応じまして、税収が変わっ

てくるということでございますので、これらにつきましては一義的には県で徴収をして、

市町村に配分をするという状況になりますけれども、そのような状況を踏まえつつ、町

の歳入としては見込んでいく必要があるというようなことで、それらの保有状況等を踏

まえて、注視をしてまいりたいと考えているところでございます。 

  なお、平成31年10月から平成32年９月までの環境性能割の税率１％分を軽減するとい

う措置がとられるわけでございますが、この部分につきましては、地方特例交付金で全

額補塡をされるという状況でございまして、市町村の減収分の補塡につきましても、国

では所要の措置を講じていくということでございますので、ご理解をいただきたいと思

います。 
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○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） ただいま説明ありましたように、車の保有状況によってはこの状況

が変わってくるという答弁をいただきましたけれども、その辺の不確定な部分もあると

いう中で、財政運営に十分に努めていただきたいと思います。 

  続きまして、予算書の30ページ、基金繰入金の中で７目白鷹人育成基金繰入金がござ

いますけれども、50万円の繰り入れと。これは青少年国際交流事業の事業費に充ててい

ると承知しておりますけれども、基金残高が50万円しかない中で、この青少年交際交流

事業を行っていくというこの財源についてどのように考えているのかをお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 小林係長。 

○財政係長（小林 裕） お答えいたします。 

  白鷹人育成基金でございますが、こちらにつきましては、平成22年度に創設したもの

でございまして、もともとの財源は過疎債のソフト部分を用いて3,000万円の基金をつ

くったものでございます。こちらをもとに、各年度取り崩しを行いまして、白鷹人育成

事業の財源として活動させていただいたものでございます。こちらが平成30年度末で残

高が50万円になるということで、平成31年度の財源といたしましては、50万円を取り崩

して、白鷹人育成事業の青少年国際交流事業に充てさせていただいているものでござい

ます。残りの部分につきましては、財源といたしましては、ふるさと応援基金の取り崩

しを行って財源としているものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） この事業については、人材育成の面からも非常に大事な事業だと認

識しておりますけれども、財源確保が今までの基金を取り崩して、その基金がまずはな

くなってしまっているという状況でふるさと応援基金の繰り入れからの充当を考えてい

るという答弁でしたけれども、このふるさと応援基金、ふるさと納税制度についてお伺

いしますけれども、前年から比較しても減額予算になっているということですけれども、

このふるさと納税制度そのものについて、どう捉えているのかお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤町長。 

○町長（佐藤誠七） お答えをさせていただきます。 

  ふるさと納税制度につきましては、私自身としての当初からの取り組みとして過度な

返礼品競争はやってはいただきたくないという思いで、ずっと取り組んでまいりました。

ただし、自分が支援したいという自治体に応援をしていただく、その中の一つとして、

本町を選定していただけるということについては、非常に感謝を申し上げたいと思って

取り組んできたところでございました。 

  しかしながら、通販事業のような事業が全国で展開されるようになってから、やはり

それだけを目的にふるさとを応援するということが非常に大きくなってきたという中で、

このたびの関西方面での市では、とんでもないような金額を感謝のセールだということ
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でやっておったり、とても私にとりましては理解ができない動きが出てきているという

ことであります。ただ、私どもの町としてはあくまでも地場でとれる、収穫されるもの、

地場でつくっているもの、そのようなものの今総務省で示されております３割というこ

とを念頭に置きながら、この辺についてはそれらを遵守しながら、今後とも町のＰＲに

努めてまいりたいと思いますし、さらには白鷹町を選んでいただけるような地道という

ことになろうかと思いますが、いろいろＰＲをしてまいりたいと思っているところでご

ざいます。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） このふるさと納税制度については、２年前にはかなりの寄附金が集

まったやに記憶しています。毎年、その制度そのものに今町長から答弁ありましたよう

に、国からのいわゆる指導等もありながら、減額しているということですけれども、こ

のふるさと応援納税制度そのものは本町にとっても貴重な財源であると思いますので、

なお一層利用者数、利用件数、納税件数がふえるような努力をお願いしたいと思います。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） 予算書13ページ、固定資産税についてお伺いします。 

  固定資産税は、景気動向に影響ない税金というわけですけれども、この中で償却資産

ということで金額が載っているのですが、まずこれの説明を求めたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） 固定資産税の償却資産につきましては、個人及び事業を行って

いる方、企業等のいわゆる減価償却に当たるような資産について課税をさせていただい

ているものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） 今、一番問題になっている空き家対策、空き家の問題ですが、そこ

ら辺の解体も含めた形での償却資産という理解でいいのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） お答え申し上げます。 

  償却資産には、家屋は含まれませんので、空き家等に該当するものは償却資産に含ま

れないものと考えております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） そうしますと、空き家も固定資産税を当然納めるということになる

と思うのですが、状況について、空き家の家屋についての納税状況はどのような状況で

すか。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） お答え申し上げます。 
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  大変申しわけありませんが、空き家だけに限った納税の状況ということで調査してお

りませんので、お答え申し上げることができません。大変申しわけございません。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） はい、わかりました。それは後ででは教えてもらうことにしまして、

空き家対策の中で再利用ということになっていますと、所有者がかわるという中で、ま

たこの中での固定資産税というような納税義務者が出てくるということだと思うのです

が、そこら辺を踏まえますと、この空き家の固定資産税というのは、これは大事な一つ

の税収かなと思うのですが、そこら辺、データはないということですが、これからの空

き家がだんだんふえるわけですけれども、そこに対する納税に対する考え方はどのよう

になっているのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） 税務出納課といたしましてお答えいたします。 

  税務出納課といたしまして、まず空き家というものについてでございますが、住民以

外の方がまず納付されている方、住民登録外の方の中の一部と考えております。住民登

録外の方であって、たとえ今現在居住しておられなくてもご実家ということで口座振替

等により納付をされている方もたくさんございますので、そちらと、その分の空き家の

件につきましては、空き家担当と所有物件を確認させていただいた上で調査させていた

だきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） それはわかりました。空き家を解体した場合に、宅地の税率が上が

るわけですけれども、そこはどのように捉えているのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） お答えいたします。 

  空き家が解体になるということは、その土地が住宅用地でなくなるということでござ

います。現在、200平米までの住宅用地については、６分の１に税額が軽減されており

ます。また、白鷹町では200平米以上の土地をお持ちの方もたくさんおられます。こち

らについては３分の１の軽減となっておりますが、空き家、建物が撤去になってしまえ

ば、そこは住宅用の建物ではなくて、駐車場や商業施設と同じような扱いになりますの

で、その軽減は外れるということになっております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） その外れた場合の税収の見込みということについては、どのように

考えていますか。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤補佐。 

○課長補佐（佐藤順智） お答え申し上げます。 

  外れた場合の税収の見込みでございますが、こちらにつきましては、その場所によっ
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て土地の評価額が異なっておりますので、例えば山間部であれば、６倍になっても余り

大きな税収の伸びは期待できませんし、荒砥、鮎貝の中心部であれば、税収の伸びも期

待できるかと思いますけれども、今のところ空き家による住宅用地が外れるということ

について、調査をしておらないという点と、全体として考慮するほどの税収に結びつか

ないと考えております。 

○委員長（菅原隆男） 質疑終結と認めます。 

  ここで説明員交代のため暫時休憩いたします。 

              休 憩  （午前１０時４１分） 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

              再 開  （午前１０時４２分） 

○委員長（菅原隆男） 再開いたします。 

  続いて、歳出に入ります。 

  議会事務局、監査委員事務局所管の審査を行います。 

  概要説明を求めます。樋口議会事務局長。 

○議会事務局長（樋口 浩） 議会事務局、監査委員事務局予算についてご説明申し上げ

ます。当初予算の概要の２ページからになります。 

  住民を代表いたします議員の方々の経費ということで、このたび、改選期に当たりま

して、所要の経費を計上しております。 

  主要事業につきまして申し上げます。３ページをごらんいただきたいと思います。 

  議員報酬等につきましては、先日条例の改正がありましたけれども、１人月額３万円

の引き上げを予定しております。定数２名減ということで決定しておりますのでその分

と合わせまして、さらに共済負担金の負担率が引き下げになっておりまして、議員報酬

全体で約200万円ほどの減額ということになっております。 

  次に、議員研修につきましては、議員の資質向上、それから議会活性化等の観点から

議員研修を行う予算を計上しております。 

  また、議会広報につきましても、年４回の定例会ごとに発行するということで、これ

まで同様の予算を計上しております。 

  ４番の議会中継システム更新業務でございますが、議会中継のシステムが老朽化して

おりまして、さらに新庁舎に移転するということから、新たな議会中継システムを導入

してまいります。経費として2,000万円の予算を計上しているところでございます。 

  政務活動費につきましては廃止ということで、計上はしておりません。 

  続いて、監査委員経費につきましては通常の経費を計上しているところでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） 説明が終わりました。 

  質疑を行います。 
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              〔「なし」の声あり〕 

○委員長（菅原隆男） 質疑なしと認めます。 

  暫時休憩いたします。 

              休 憩  （午前１０時４５分） 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

              再 開  （午前１０時４５分） 

○委員長（菅原隆男） 休憩前に復し再開いたします。 

  次に進みます。 

  税務出納課所管の審査を行います。 

  概要説明を求めます。髙橋税務出納課長。 

○税務出納課長（髙橋浩之） それでは、税務出納課所管の概要について、ご説明申し上

げます。 

  ２款１項４目会計管理費と２款２項徴税費でございますが、会計管理費につきまして

は予算説明書の43ページ、徴税費につきましては56ページから58ページ、また、当初予

算（案）の概要では15ページから16ページでございます。 

  それでは、当初予算（案）の概要の16ページをごらんください。主要事業等一覧によ

り説明させていただきます。 

  事業ナンバー１、町税等口座振替加入促進事業については、収納率の向上を図るため

キャンペーンを行い、口座振替未加入者に対し、ＰＲし、町税等の口座振替の新規加入

を促進するものです。 

  事業ナンバー２、不動産鑑定評価業務については、平成33年度土地評価替えに係る不

動産鑑定委託業務等を実施するものです。 

  事業ナンバー３、地方税電子化業務については、地方税申告等の電子化推進のための

平成31年10月実施の次期ｅＬＴＡＸ（電子申告等のポータルシステム）更改及び、同年

10月から開始される地方税共通納税システムに対応するものでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） 説明が終わりました。 

  質疑を行います。３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） 概要書16ページの事業ナンバー１番に関してですけれども、口座振

替加入促進というようなことですけれども、コンビニ収納の状況、効果をどのように捉

えていらっしゃるかということと、口座振替は実際に増加をしているのかどうかをお聞

きしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋税務出納課長。 

○税務出納課長（髙橋浩之） お答え申し上げます。 

  コンビニ収納につきましては、平成27年度より実施しております。窓口納付の約３割
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で推移しております。収納率に大きく影響しているということは分析してございません

が、24時間毎日コンビニで納めることができ、納税される皆様の納付時間と場所の拡大

につながっているものと考えております。 

  口座振替の利用率につきましては、平成28年度、平成29年度で45.9％という状況にな

ってございます。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） 質疑終結と認めます。 

  ここで、説明員交代のため暫時休憩いたします。 

              休 憩  （午前１０時４８分） 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

              再 開  （午前１０時４９分） 

○委員長（菅原隆男） 休憩前に復し再開いたします。 

  次に進みます。 

  総務課、選挙管理委員会所管の審査を行います。 

  概要説明を求めます。松野総務課長。 

○総務課長（松野芳郎） ご説明申し上げます。概要の６ページをお願い申し上げたいと

思います。 

  平成31年度総務課所管予算概要等について申し上げます。 

  基本的方向につきまして申し上げます。人事、組織及び公有財産等の管理部門並びに

危機管理対策部門として「共創のまちづくり」の理念のもと、将来的に持続可能なまち

づくりを町民の皆様とともに進めていくための人づくり、組織づくり、そして安全・安

心の確保を図ってまいります。 

  防災関連につきましては、消防団の機動力強化を初めといたしまして、消防設備等の

計画的整備、地域における防災活動の支援等に取り組んでまいります。 

  また、平成31年４月執行予定の山形県議会議員選挙及び白鷹町議会議員選挙並びに平

成31年７月任期満了の参議院議員通常選挙につきましても、適正かつ円滑な管理執行に

努めてまいります。 

  予算の体系と主な取り組みにつきましては記載のとおりでございますので、ごらんを

いただきたいと思います。 

  主な事業についてご説明を申し上げます。次のページをお願い申し上げます。 

  まず、総務係におきましては、職員研修に取り組むなど、職員の資質の向上を図り、

よりよい町民サービスの提供に努めてまいります。 

  ２番、選挙管理委員会におきましては、参議院議員通常選挙、山形県議会議員選挙、

白鷹町議会議員選挙の各選挙執行をいたします。所要の予算を計上させていただいてい

るものでございます。 
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  続いて、３番、防災管財係におきましては、新規事業等を申し上げます。事業ナンバ

ー２番、公用車購入事業、313万8,000円、老朽化をいたしております公用車の更新を行

うものでございます。３番、消防団活動服更新事業、1,005万円、消防団員の活動服等

の更新を行うものでございます。なお、実質的には春季消防演習から着用の予定で準備

を進めてまいりたいと考えております。 

  次のページをお願い申し上げます。 

  ナンバー10、防火水槽維持管理活動支援事業、105万円、自主防災組織に取り組んで

いただいております無蓋の防火水槽の維持管理活動に対して支援を行ってまいりたいと

考えております。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） 説明が終わりました。 

  質疑を行います。４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 概要書７ページの新規事業、消防団活動服更新事業についてお伺

いいたします。 

  この活動服1,005万円とありますけれども、この内訳についてご説明をお願いいたし

ます。 

○委員長（菅原隆男） 菊地補佐。 

○課長補佐（菊地 智） お答えを申し上げます。 

  1,005万円の内訳といたしましては、さきの議会で物件の取得の議決を頂戴しました

活動服の更新、こちらが945万円、そのほかのはっぴ等の更新が残額となってございま

す。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 結構な金額でありますけれども、これは消防団員670人分、全員

分という捉え方でよろしいでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 菊地補佐。 

○課長補佐（菊地 智） お答えいたします。 

  670人分全員、そして50着の予備といったものを見込んでございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） はい、わかりました。 

  これまでの過去を振り返ってみますと、こういった活動服、もしくは装備品、長靴で

あったり、そういったものの更新などに関しましては、２年、もしくは３年といった段

階的な更新を進めてきたと記憶しておりますが、今回一度に全員分をひとまとめに購入

するという形に至った経緯というものをお聞かせください。 

○委員長（菅原隆男） 松野総務課長。 

○総務課長（松野芳郎） お答え申し上げます。 
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  現在使用している活動服につきましては、平成17年と、平成18年の２カ年で整備をい

たしまして、年度差があったわけでありますけれども、今般の更新につきましては、ま

ずは平成31年につきましては、町誕生65周年の記念の年でもございますし、さらには消

防団員の士気高揚のためには、670名全員が同じ服装で臨むということなどを踏まえつ

つ、このたびの更新は一斉に行いたいということで、今補佐からもありましたように、

既に可決をいただいております購入につきまして準備を進めているということでござい

まして、消防団員の今後の活動の推進、あるいは士気の高揚に資するものということで

一斉の更新を行ってまいりたいと考えているところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 活動服に関しましては、東日本大震災が発生した際に、多くの消

防団員が犠牲になられたということを受けまして、どうも活動服に関する規定が変わっ

たとお聞きしております。団員全てが同じものを着用し、さらには視認性の高いものと、

デザインはさまざまあろうかと思いますけれども、そういったことで、デザインの規定

なども変わったとお聞きしておりますが、そういったことを踏まえてのことなのか、そ

の辺もお伺いいたします。 

○委員長（菅原隆男） 菊地補佐。 

○課長補佐（菊地 智） お答えいたします。 

  この平成26年の２月でございましたけれども、消防団員服制基準というものが改正さ

れてございます。内容としましては、今、委員からあったように、視認性の高いもので

ありますとか、オレンジ色を多く配色したという改正になっております。今回、更新す

る活動服につきましても、この改正にのっとりまして、オレンジ部分を多くした形で、

今発注を進めているという状況でございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） わかりました。ありがとうございます。 

  続きまして、概要書８ページのこの新規事業でございますが、防火水槽維持管理活動

支援事業で105万円が計上されておりますけれども、この辺の内訳についてもお伺いし

ます。 

○委員長（菅原隆男） 菊地補佐。 

○課長補佐（菊地 智） お答えいたします。 

  この事業につきましては、町内に105の無蓋の防火水槽というものがございます。こ

れらの防火水槽につきましては、地元の皆様、そして自主防災組織、こういった方々に

日ごろから管理をしてもらっていると考えてございます。また、場所によっては泥、砂、

そういったものが堆積する場所もあるということも認識しているところでございます。

ただ、この泥あげにつきましても、やはり地域の高齢化でありますとか、そういった事

情によりまして、結構大変な地区も出てきているということについては認識もしており
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ます。そういったことで、この日ごろの通常管理という部分と、あとは土砂の撤去とい

った部分に地元が取り組んでいただくということに対しまして、ベース部分を一つ設定

し、あとは泥あげをやった場合の加算分というものを設定し、その上限を１万円という

中で105の無蓋の防火水槽×１万円ということで105万円の予算を計上させていただいて

ございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） １カ所当たり１万円ということとお聞きいたしますが、本当に高

齢化が進む中で、平成25年、平成26年の豪雨災害、豪雨被害以降、どうも土砂の流入が

多くなったということをお聞きしております。今回、一基１万円ということで、金額に

してみればそう大きな額ではないにしろ、こういったことを計上されたというのは画期

的なことかなと考えています。したがいまして、今後ともこういった地域に優しい対応

を進めていただきますようお願いいたします。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） 概要書の７ページの１番、職員研修の実施に関連してお聞きをいた

します。 

  県との人事交流は考えていらっしゃいますでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤町長。 

○町長（佐藤誠七） 人事交流、今まで順調にさせていただいてまいりました。これはち

ょっと人事にかかわる話でございますので、ここでご公表することはまだできませんの

で、よろしくご理解賜りたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） 予算書40ページの町内文書配布業務についてお聞きをいたします。 

  広報が町内を中心に月１回の配布となったわけですけれども、月１回の配布になって

の効果、どのように捉えていらっしゃいますでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 黒澤係長。 

○総務係長（黒澤和幸） お答えをいたします。 

  文書配布につきましては、高齢者世帯の増加、それから核家族化の進展、そして就労

形態の多様化などによりまして、文書配布そのものが負担になっているという地域があ

るということでご意見をいただきまして、平成29年度に町内にワーキンググループを設

置し、検討を行いまして、平成30年度から月１回の配布とさせていただいているもので

ございます。効果といいますか、メリットにつきましては、やはり実際に各世帯に届け

ていただく町内長、それから組長の負担が減ったものと捉えております。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 
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○３番（笹原俊一） 情報が少しおくれるという課題は聞こえてこないのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 黒澤係長。 

○総務係長（黒澤和幸） お答えをいたします。 

  そういった直接のご意見はいただいておりませんけれども、発行する町側といたしま

してもどうしても月に２回が１回になったということで、タイムリーな情報が届けられ

ない、時期によっては届けられない、情報が発信できないという部分はあるものという

ことで承知をしております。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） 配布する方たちの負担が減ったということで、大変いいことだと捉

えておりますけれども、ぜひそういう緊急な情報に関しては、さまざまな方策を考えて

いかなければならないと思っております。 

  それから、次に、同じ７ページの公用車の購入事業ですけれども、先ほど更新という

形でお聞きをいたしましたけれども、更新される新しい車両にはドライブレコーダーは

取りつけられるのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 菊地補佐。 

○課長補佐（菊地 智） お答えいたします。 

  ドライブレコーダーについては設置するという方向で作業に入りたいと思っています。 

○委員長（菅原隆男） 積み残しのないようにお願いします。ございませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○委員長（菅原隆男） 質疑終結と認めます。 

  次に、進みます。 

  ここで説明員交代のため暫時休憩いたします。再開を11時20分といたします。 

              休 憩  （午前１１時０２分） 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

              再 開  （午前１１時２０分） 

○委員長（菅原隆男） 休憩前に復し再開いたします。 

  企画政策課所管の審査を行います。概要説明を求めます。菅間企画政策課長。 

○企画政策課長（菅間直浩） それでは、企画政策課所管の平成31年度当初予算（案）の

概要についてご説明を申し上げます。 

  当初予算書案の概要書９ページから12ページとなりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

  10ページをお開きいただきたいと思います。 

  初に、基本的方向について申し上げます。 

  町誕生から65周年を迎える平成31年度は、第５次総合計画後期計画に基づくまちづく

りの 終年を迎えるとともに、白鷹町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン及び総合戦
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略の総仕上げの年度です。各種計画に掲げております施策の具現化に取り組むとともに、

計画の進行管理に努めつつ、次期総合計画である第６次総合計画の策定に取り組んでま

いります。 

  所管における個別事業につきましては、地区コミュニティセンターを中心に、地域住

民が主体となって行う地域づくりを支援する地域づくり交付金事業や、地域おこし協力

隊の配置を継続してまいります。 

  また、まちづくりの核となる人材の育成につきましては、荒砥高等学校活性化事業を

継続し取り組んでまいります。 

  地域住民の安全・安心の確保につきましては、町民の移動手段の確保を図るデマンド

型交通運行事業、フラワー長井線対策事業や空き家対策事業に取り組んでまいります。 

  また、まちづくり複合施設整備事業につきましては、５月に庁舎移転、６月に図書館

オープン、平成32年３月までの全面オープンを目指し、引き続き整備工事に取り組んで

まいります。 

  さらに、第５次総合計画を進めていくための理念として掲げております「共創のまち

づくり」に取り組むためには、町民との情報共有が大切と考えております。そのため、

町報の発行やまちづくりへの広聴活動にも引き続き取り組んでまいります。 

  そのほか、効率的行政を推進するための電算システムの共同アウトソーシングや、行

政施策の基礎となる各種統計調査にも取り組んでまいります。 

  予算の体系と主な取り組みにつきましては、ごらんいただきたいと思います。 

  次に、主要事業につきまして、新規事業を中心にご説明申し上げます。 

  11ページをごらんください。 

  企画調整係では、４番、まち・ひと・しごと創生総合戦略策定事業につきまして、平

成27年度に策定した人口ビジョン及び地方版総合戦略について、改定するものでありま

す。 

  ５番、町誕生65周年記念事業につきましては、記念式典等を開催するものでございま

す。 

  次に、コミュニティ推進係では、２番、空き家対策事業につきまして、引き続き適正

な管理を促すとともに、法に基づく措置を実施してまいります。 

  また、特定空き家等の解体費用の一部に対して支援を行います。 

  ３番、地域おこし協力隊事業につきましては、引き続き新たな隊員を受け入れ、募集

を行うものでございます。 

  ４番、地区コミュニティセンター事業においては、本年度創設した地域づくり推進交

付金を継続し、地域課題解決のための地域づくり事業に対し支援するものでございます。 

  次に、複合施設整備係につきましては、引き続きまちづくり複合施設の整備事業を進

めるものでございますが、平成31年度は、主に既存庁舎等の解体と外構工事を行うもの
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でございます。 

  12ページをお開きいただきたいと思います。 

  情報係につきましては、４番、難視聴区域対策事業として、難視聴区域の住民団体が

共同受信設備の大規模改修工事を行う場合に要する経費の一部に対して支援を行うもの

でございます。 

  ５番、各種統計調査につきましては、平成31年度は農林業センサス、経済センサス等

の各調査を実施するものでございます。 

  以上が企画政策課所管の主な事業の概要でございますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（菅原隆男） 説明が終わりました。質疑を行います。４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 概要書11ページ、予算書でありますと53ページになります。地域

おこし協力隊についてお伺いいたします。 

  この協力隊員の賃金ということで1,968万円、これは昨年と同様ということを考えれ

ば、10名分の予算を確保していることになるとありますけれども、現在、２名の方が活

躍しておられますけれども、現在、募集しておられるのか、その応募状況などをお聞か

せください。 

○委員長（菅原隆男） 菅原係長。 

○係長（菅原保文） お答えいたします。 

  地域おこし協力隊員につきましては、平成31年度の予算に昨年度と同様10名分の予算

計上させていただいたところでございます。今年度につきましては、４名の協力隊員に

活動をいただいておりまして、そのうち３名が任期の３年が終了し、今年度末をもって

３人の方が退任になると。そして１名の方は平成31年度につきましても継続という形で

考えているところでございます。 

  募集の状況につきましては、平成30年度に募集をかけましたのが５件ございます。内

容につきましては、鷹山地区の農業支援の部分、また十王地区の紅花関連の事業、そし

てオリンピックホストタウン関係の国際交流に従事する事業、また新図書館、平成31年

度にオープンするわけでございますが、そちらを踏まえました白鷹の人、文化を起こす

活動、また観光情報の発信、イベントの企画、運営ということでの観光振興事業という

ことで、５つの募集を行ったところでございます。これのうち、今年度から継続の部分

も含めてではございますが、３カ所、３件、３名の隊員が確定をしているという状況で

ございます。残り５件のうち、残り２件でございますが、現在募集中ということで、問

い合わせと正式な応募というところもございますので、そのあたりは今後手続を踏んで

新たな隊員の確保に努めてまいりたいと考えているところでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 
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○４番（佐々木誠司） ３件の応募があったということでありますけれども、これは鷹山

地区、十王地区、オリンピック・パラリンピック関連、図書館関連、観光関連というこ

とでありますけれども、その３名の方々のどういった関連の方々なのかお聞かせくださ

い。 

○委員長（菅原隆男） 菅原係長。 

○係長（菅原保文） お答えいたします。 

  この確定いたしました３件の内容でございますが、鷹山地区に１名、オリンピックホ

ストタウンの国際交流の関係で１名、あと図書館の活動で１名ということで、現在募集

を引き続き行っているのが残っております十王地区と観光振興というところを募集させ

ていただいているところでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） わかりました。 

  続きまして、地域おこし協力隊の定住支援金とありますけれども、160万円、この金

額の内訳についてお聞かせください。 

○委員長（菅原隆男） 菅原係長。 

○係長（菅原保文） お答えいたします。 

  地域おこし協力隊の定住支援金の部分でございますが、平成31年度の予算（案）のと

ころには160万円という金額で計上させていただいているところでございます。制度の

中身につきましては、協力隊員が活動を終了いたしまして、本町に引き続き定住をなさ

るというときに支援をする制度というでございまして、こちらは平成30年度から制度を

つくらせていただいているものでございます。金額につきましては、１年目が50万円、

２年目が30万円、３年目が20万円という中で制度の設計をさせていただいておりまして、

このたび計上させていただきました内容につきましては、１年目の方が２名、そして２

年目の方が２名というところで計上をさせていただいたところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） ２年目の方が２名と、それから１年目の方が２名ということであ

りますけれども、今年度中に退任される方が１名おられるとすると、来年度、平成31年

度に支援する方は実質１名なのかなと思っていますけれども、２名分を確保していると

いうのはどういうことの理由でしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 菅原係長。 

○係長（菅原保文） お答えいたします。 

  こちらの定住支援金の制度につきましては、協力隊の活動が終了して、引き続き定住

という形を選択された方の支援と考えてございまして、協力隊員の制度につきましては、

１年以上３年以下という中で制度上活動を行っていただいているところでございます。 
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  つきましては、今年度、平成30年度に活動していただきました４人が制度上の対象と

いうことになってございます。そちらの上限という形で予算を計上させていただきまし

たので、今現在、退任を表明している、確定している方につきましては３名でございま

すが、残り１名につきましては、１年以上活動していただいておりますので、途中とで

というところは今のところは想定しておりませんが、予算計上上は上げさせていただい

たというところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 残り１名の方につきましても、 後まで取り組んでいただきたい

と思います。 

  続きまして、概要書12ページになります。説明書でありますと49ページです。 

  難視聴区域対策事業ということで60万円計上されておりますけれども、これはテレビ

アンテナの改修に対する支援と認識しておりますが、この金額についての内訳について

説明をお願いいたします。 

○委員長（菅原隆男） 今野係長。 

○係長（今野友博） 御説明させていただきます。 

  こちらにつきましては、今年度は大瀬地区を対象に計上さていただいておりまして、

一般的な家庭の工事費と今回改修される工事費の差額分に対しまして補助をさせていた

だくものでありまして、上限額を４万円に設定させていただいておりますので、該当す

る件数が15件予定させていただいておりますので、15件×４万円の60万円ということで

計上させていただいております。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 平成31年度は大瀬地区を対象ということでありますけれども、そ

のほかにも対象地区があったように記憶しております。平成30年度は上杉沢地区と、そ

れから海生地区を実施されたと思っておりますが、このほかにも対象地区があったと思

っていますけれども、今後の話になりますけれども、計画などもお聞かせください。 

○委員長（菅原隆男） 今野係長。 

○係長（今野友博） お答えさせていただきます。 

  今後の予定につきましては、今回の事業につきましては、ＮＨＫと共同で改修を行う

というところが事業の要件となっておりますので、ＮＨＫで現在計画を立てていただい

ているものにつきましては、平成36年と平成37年度に１地区ずつ予定されている状況と

なっております。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） ＮＨＫが改修するのに伴ってということでありますけれども、そ

れ以外にもテレビの受信が全部の局が受信できないという地区もほかにもあるようにお
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聞きしておりますけれども、そういったところからは改修に向けての支援などの要望な

どは出ていないのか、その辺をお聞かせください。 

○委員長（菅原隆男） 今野係長。 

○係長（今野友博） お答えさせていただきます。 

  現在、情報的には民放で入らない地区があるという情報はいただいておりますけれど

も、その該当地区からの要望等はいただいていない状況となっております。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） もし、こういった対象になった地区があるということであります

と、ほかの地区でもぜひうちのところもということで、もしかしたら要望等もないなと

いうこともないかと思いますけれども、そういったときにはどのように対応されるのか、

考え方をお聞かせください。 

○委員長（菅原隆男） 菅間課長。 

○企画政策課長（菅間直浩） お答えいたします。 

  今この難視聴対策につきましては、やはり山間のところですとか、市街部でも支障す

る建物などがあるとなかなか入りづらいという話も聞いています。ただ、今回も今年度、

それから来年度取り組ませていただきます難視聴区域につきましては、ある程度まとま

った地域で共同アンテナ等を立てて、それに設備費が相当かかるので、その一般的にか

かる設備との差額をあくまでも補塡していくという考え方でございます。そういった意

味で各家庭の中ではやはりそれぞれにいろいろと対策をされている部分もあるのかなと

思いますけれども、この辺、設備の部分と、それから助成すべきかどうかということを、

その辺は検討させていただきながら、もしそういうケースが出てくれば、それにどう対

応するかについては検討を進めていきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） ８番、山田委員。 

○８番（山田 仁） 特にデマンド交通関係についてお伺いしたいと思いますけれども、

1,500万円ほどの予算をとっていますが、デマンド交通も約10年ぐらいになったのかな

と思います。ピークはあったものの若干今落ち着いているのかなという感じがしますけ

れども、その辺の状況と、あと何か今工夫して、このデマンドタクシーの中でこういう

ことを工夫しているということがあれば、お聞かせ願いたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 鈴木係長。 

○係長（鈴木秀昭） お答えいたします。 

  デマンドタクシーの利用状況につきまして、まずお答えさせていただきたいと思いま

す。平成30年の２月までの利用状況を見ますと、延べ利用者数は6,941人でございまし

て、前年同期比で6.8％の増となっております。１日平均利用人数で見ますと、31.0人

／日でございまして、前年度実績の29.2人／日に比べまして1.8人の増という状況でご

ざいます。特に高玉地区や横田尻地区、滝野地区、中山地区に利用者が多い状況となっ
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ております。 

  今後につきましては、今、米沢市を中心としました置賜定住自立圏の取り組みの一つ

としまして、公共交通体系の広域連携策について検討するということでさせていただい

ております。こちらの中で広域連携によって移動手段等の充実を図るということを目的

としまして、市町村間を越えたデマンドタクシーの利用ですとか、コミュニティバス等

の連結等の実現可能性について検討するということで考えているところでございます。 

  こういった結果で実現可能性が認められた暁には本町においても、例えば置賜公立病

院までの移動手段等について利便性の向上が見込まれると想定はしておりますが、今後

検討してまいるといったところでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） 横澤副町長。 

○副町長（横澤 浩） デマンド交通で新たな取り組みという部分でお話をさせていただ

きますが、町では特に周辺部の地域の買い物の困難というようなことで、買い物の実証

事業などをやっておりまして、これは商工観光課所管でございますけれども、その中に

おきまして、買い物ポイント制度というものを創設いたしまして、デマンド交通の部分

をツールとして使って、そして町内の商店で買い物をなさる方々について、ゆーしーる

のポイントを追加させていただきまして、そのメリットを相乗効果できるような形で取

り組みをしておりまして、特にその部分については好評な影響が出ているということで、

報告を受けているところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ８番、山田委員。 

○８番（山田 仁） 私が結論を言う前に何か２人に言われたような感じしますけれども、

やはり１つは、要望としましては本当に長井あたりの医療機関に行くために、年配の人

は若い人に休んでもらってまで行かなければならないということで非常に要望も高いと

いうことで、そんな方向で検討にも入ると。あと、よく私Ａコープに行きますと、３人

ぐらいでお母さんたちが買い物に来て、「もうちょっと安いといいのだけれどもな」と。

「３人で乗ると500ずつ出すと1,500円、帰りとで3,000円だしと。そんなことで2,000円

ぐらいで済めば、あと1,000円でお茶飲みされるのだけれどもな」という話も聞くので、

その辺を特に要望したいなと思っておったのですが、今、いい話が出たわけでありまし

て、ますます町民の足として、このデマンドタクシーの利用率が高まるように希望した

いと思います。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） 14番、今野委員。 

○14番（今野正明） 予算書の54ページ、コミュニティセンター関係ですけれども、地域

づくり交付金について伺います。 

  昨年から始まったわけですけれども、この実態、特徴的なこと、実態をお聞かせ願い
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たいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 菅原係長。 

○係長（菅原保文） お答えいたします。 

  平成30年度から制度を創設いたしました地域づくり推進交付金ということで、1,000

万円の総事業費の中で、各地区の中で地域課題の解決のためにさまざまな事業に取り組

んでいただける柔軟な交付金ということで創設をさせていただきました。平成30年度の

今現在の取り組みの状況でございますが、先般町報にも一部掲載をさせていただきまし

たけれども、今現在の事業数で申しますと、37事業ということで、非常に多くの事業に

つきまして各地区で取り組んでいただいているところでございます。その中身につきま

しては、本当にさまざまでございまして、イベントの支援でありますとか、導水路の部

分でありますとか、生活に直結する部分も含めて、幅広い事業を展開していただいたと

いうことでございます。 

○委員長（菅原隆男） 14番、今野委員。 

○14番（今野正明） コミュニティセンターにつきましては、自主自立的なコミュニティ

活動ということで、地域の皆さんが自主的に事業を展開していくということで、公民館

事業からコミュニティセンター事業に変えていったいきさつがあろうかと思います。私

もこれには非常に期待をしておりますので、そういった中で、この37事業というのは、

本当にすばらしい事業が展開されているのだなと感じております。その中で、いわゆる

自主自立的な行動をとっていくために、さらにちょっと支援が必要だとか、あるいは何

か困り事とか、そんなことがないのかどうか、さらに金額的に要望がないのかどうか、

その辺のところもちょっとお聞かせ願いたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 菅原係長。 

○係長（菅原保文） お答えいたします。 

  平成30年度から新設をいたしました事業ということで、年度の初めにつきましては、

非常に各地区ごと困惑なされた部分というのは多かったと認識をしておりまして、実際

そのようなお話も担当には上がってきたというところでございます。ただ、地域の中で

お話し合いをしていただく中で、どういった事業をしていこうかという話し合いがなさ

れたことにつきましては、本当に成果だろうと担当としては思っているところでござい

ます。この事業の展開につきましては、幅が広い分非常に悩むところが多いわけでござ

いますが、そちらの考えの中心の軸となるのが、地区計画であろうと考えております。

３年なり６年というスパンの中で計画を策定していただいておりますので、まずはその

地区計画に沿った形での地域づくり事業というところを展開していただければなと思っ

ているところでございます。 

○委員長（菅原隆男） 14番、今野委員。 

○14番（今野正明） 今のお話のとおり、地域でやるには制限がない分、さまざまな展開
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が可能ということですけれども、それだけにまた悩むところもあるのかなと思います。

しかしながら、これで出発したコミュニティセンター事業であります。ぜひ思いやりや

見守りを持って、この体制を育てていただきたいなと、このように思います。 

○委員長（菅原隆男） ほかございませんか。３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） 概要書11ページの空き家対策事業についてお聞きをいたします。 

  年々危険空き家がどんどんふえている状況ですけれども、これまでに行政指導まで至

った件数、物件などがあるかどうかということと、解体助成の件数などをお聞かせいた

だきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 菅原係長。 

○係長（菅原保文） お答えいたします。 

  空き家対策につきましては、平成28年度の実態調査から本格的に動き出してございま

して、平成30年度につきましては、特定空き家の認定まで進んでいるところでございま

す。具体的な数字につきましては、平成30年11月に12件、平成31年３月、今月になりま

すけれども、10件の空き家につきまして特定空き家等という位置づけをさせていただき

まして、認定をさせていただいたところでございます。11月と３月ということで、それ

ぞれ認定をさせていただきまして、３月分につきましては、法的措置で申し上げます助

言指導の措置につきましては、３月分はまだでございますが、11月分につきましては、

順次発送をさせていただいておりまして、所有者等に対しまして、建物の状況でありま

すとか、建物の周辺に対する影響の度合いの部分につきましても、通知をさせていただ

きまして、みずから改修等を進めていただくということでお願いをしているところでご

ざいます。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） そういう指導の通知の中に書いてある助成もありますという通知も

あわせてやっていただいているのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 菅原係長。 

○係長（菅原保文） お答えいたします。 

  空き家の解体補助事業の部分につきましては、特定空き家に認定された建物に限りと

いうことで制度の設計をさせていただいております。その関係もございまして、このた

び特定空き家の認定を行いましたので、助言指導の通知書を送付する際に、この補助事

業の制度につきましても概要書を記したパンフレットを同封させていただいておりまし

て、そちらで案内をさせていただいていると、紹介をさせていただいているという状況

でございます。 

  なお、そちらの案内をさせていただきましてから、問い合わせがあった部分について

は７件、今現在ございます。ただ、補助事業の申請に至った案件はまだゼロということ
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でございまして、こちらは自主的な資金という問題もございますので、このあたりは引

き続きかかわり合いをもちながら、勧めてまいりたいと思っているところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） そういうサポートがあるとはいえ、なかなか進まないという現状が

あると思います。ただ、今後本当に年々空き家がふえ、また、危険空き家もふえている

というようなことも考えられますので、引き続きの事業をよろしくお願いしたいと思い

ます。 

○委員長（菅原隆男） 11番、佐藤委員。 

○11番（佐藤京一） 概要の11ページのコミュニティセンターについて、一本に絞ってお

聞きしたいと思います。特に町長の考え方をお聞きしたいと思います。 

  まず、コミュニティセンターに対する予算でございますけれども、地域づくり交付金、

昨年度ありました。そういった部分、あと人件費と、補助金、それから運営費、そうい

ったものを全部含めて、例えばまちづくり交付金ですと、協働のまちづくりの助成事業

としての予算をもっていったということに私は受け取っていますが、その予算ベースで

コミュニティセンター、６つのコミュニティセンターの総額と地区公民館であったとき

の予算、先ほど言いました協働のまちづくり交付金等を含めて予算的にふえているのか

同じぐらいなのかという部分については、どう受けとめていらっしゃいますか。 

○委員長（菅原隆男） 菅原係長。 

○係長（菅原保文） お答えいたします。 

  平成27年度に地区コミュニティセンターに移行するということで、現在１期目の３年

間が終わりまして、２期目に入っているという状況でございます。地区公民館からコミ

ュニティセンターということで変更になったわけでございますが、そちらによりまして、

指定管理費の部分につきましては、もう当然人件費等々がございますので、また施設の

管理費もございますので、その分は新設という形にはなります。実際事業を行っていく

地域づくり交付金につきましては、考え方のベースといたしましては、従来地区公民館

時代に行っておりました、事業の規模、そちらを加味しまして、地区ごとに地域づくり

交付金の金額を算定したという状況でございます。 

  そして、コミュニティセンター化ということになりましたので、平成27年から平成29

年までにつきましては、地域づくり交付金の特別枠ということで、各地区あたり30万円

という中で支援をさせていただいたというところでございます。そして、平成30年度か

らにつきましては、先ほどお話ありました推進交付金という中で新たな事業に向かうべ

く資金援助しているという状況でございます。 

○委員長（菅原隆男） 11番、佐藤委員。 

○11番（佐藤京一） どういう事業をして、どう使っているかということでなくて、町全

体の予算として地区公民館６公民館に対する予算額と、それからコミュニティセンター
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になった部分の予算額、使ったかどうかは別です。今、人件費ということがありました

が、人件費ということから考えますと、今、センター長がいて、局長がいて、事務局が

いると。でも、地区公民館長からセンター長になって、報酬が上がっていますが、事務

局長と事務局については、公民館時代からあったものと思っていますので、町が、目的

があってコミュニティセンターにかえたと、そこに予算的には総額としてふやしている

のか、今までの予算の中でやってきたという認識なのか、そこをちょっとお聞きしたい。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤町長。 

○町長（佐藤誠七） この推進交付金の前に、コミュニティセンターにしたという大きな

流れは、やはり社会教育法という大きな法の縛りの中で、なかなか自由度が少ないとい

うことで、町長部局に移行しながら、ある面でいうと地域の独自性というものを見出し

ていきたいということであります。実はこのたびの同じような流れが国で法律の改正が

今なされると。今国会でなるのか、次期国会でなるのかわかりませんが、今町が取り組

んでいるような状況について閣議決定なされておりますので、公民館の自由裁量という

ものを求めていくと。 

  特になぜこのような形をさせていただいたかということを申し上げますと、やはりコ

ミュニティといいますか、人口が減少する。高齢化社会が来る。地域の連帯意識という

ものが非常に少なくなってくると。それをもう一度醸成をしていただきたい。というこ

とは、我々はいろいろな災害なども見たり、経験をしてきたわけでございますが、自助、

共助という時間的なものをできるだけ早く我々としては地域の見直しといいますか、も

う一度自分の立ち位置の確認をさせていただきたいと。どうしても公助という部分にな

りますと、時間的なタイムラグが出てくるということでこのような形をさせていただい

たということでありました。 

  地区コミュニティセンターについては、先ほど担当から話がありましたように、30万

円のプラスということで取り組ませていただいてきたと。しかし、これでは非常に事業

を進める上で、地域の課題解決への糸口にはならないということで改めて地域づくりの

推進交付金ということを新たに設定してきたということでございます。現時点では

1,000万円という上限を設けさせていただいて、取り組ませていただいております。こ

れは人口割、世帯割ということをベースにあと平等割ということで取り組みをさせてい

ただいているところでございます。これは若干の差異は出てくるわけでございますが、

基本的にその部分、推進交付金はプラスになったという認識をしておりますし、そのほ

か地域の中で独自に別な課題を解決するために我々が支援をしていくということなども

十分あり得ますので、この辺を含めますと、やはり相当な地域の自由度の裁量というも

のが出てきていると認識をしておりますし、そのような支援をさせていただいていると。

それは毎年いろいろやはりこの検証をしながら、新たな視点の必要な部分は新たな視点

が必要でありますし、これで終わりということでは決してありませんので、今後ともそ
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れぞれの地域のご意見などを頂戴しながら、取り組みをさらに進化させていきたいと考

えておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○委員長（菅原隆男） 11番、佐藤委員。 

○11番（佐藤京一） お金のことはまず聞きました。先ほど町長がおっしゃったように、

地域のコミュニティという部分をどうしていくかというのは地域で考えてくれというこ

とで始めたということでございますけれども、そこが私はちょっとどうなのだろうと思

います。というのは、区長が１人のところと、８人のところと、それから十何軒しかな

い区と、300戸以上ある区との一緒のコミュニティセンター、そういった地域性という

部分は、すごく違うのでないかなと思います。それぞれの地区で地区計画を出して、は

い、じゃああなたのところの地区計画はこれでやってくださいと決めるのはどなたなの

でしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 委員長から申し上げます。審議の途中ですが、ここで昼食のため

暫時休憩いたします。再開を１時15分といたします。 

              休 憩  （午前１１時５７分） 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

              再 開  （午後 １時１５分） 

○委員長（菅原隆男） 休憩前に復し再開いたします。 

  質疑を続行します。菅間企画政策課長。 

○企画政策課長（菅間直浩） 先ほどのご質問にお答えをさせていただきます。 

  まず、冒頭で今までのコミュニティセンターの部分からどのくらいふえてきたんだと

いうことで、先ほど町長からも推進交付金が1,000万円分という話がございましたけれ

ども、若干つけ加えさせていただきますと、それまで農林、あるいは建設で実施してき

ました協働のまちづくり事業、これもこの推進交付金で実施できることにさせていただ

いたということの中で、その分につきましては、それぞれの課で予算化として、年度に

よって若干変動はあるものの、恐らく200万円から300万円ぐらいの間であったものかと

捉えています。 

  ですから、実質的にはその部分も差し引きになるという捉え方もできるかと思います

けれども、いずれにいたしましてもそういった予算も含めて各地区、先ほど委員からご

ざいましたように、区長が１人のところ、それから何人もいらっしゃるところ、それか

ら人口規模も、これは全て当然違うわけでございます。そういったそれぞれの地区の実

情に合わせた運営形態をそれぞれの地区で検討していただいてつくっていただいて、組

織決定の仕方もそれぞれの地区の指定管理者で決定していただいて、今まで進めてきた

ものと考えているところでございます。たしかに全て平等とはなかなかいかない部分は

ありますけれども、そういった中で決定していただいた地区計画に沿って、今後ともそ

れぞれの地域づくりを進めていただきたいと考えているところでございます。 
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○委員長（菅原隆男） 11番、佐藤委員。 

○11番（佐藤京一） コミュニティセンターの活動につきましては、地区公民館からコミ

ュニティセンターになって、教育的に教育施設としてあった縛り的なものがなくなって、

事業的には拡大してきていると私も思っております。予算もつけていただいていると私

も認識はしておりまして、それは大変いいことだなと思っております。ただ、 初の目

的の中に、地域コミュニティが崩壊しているというか、大分弱ってきていると。そうい

うものをつくり直すというか、再構築するなり、なくすなり、それは地域でやってほし

いという部分につきましては、私はいまだ納得できておらないわけです。 

  というのは、先ほども言いましたように、地区それぞれいろいろな中身、区のことも

ございますし、そういう中でどこかで主導権をとっていかないと、下からの話だとなか

なかまとまっていかないという現実があるわけで、ぜひその辺は行政にお願いしたいと

思っているわけですが、地域のことは地域でやってくださいという言葉悪いですけれど

も、押しつけみたいになって、それがうまくいく地域もございますし、なかなかそこに

行けない地域もある。その辺を今後お金の問題ではなくて、そういうものの指導なり、

助言なりしていただく部分として、教育委員会と町長部局と協力して、指導的助言的な

ことをしていただけないかというところが 終的な私の考えでございまして。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤町長。 

○町長（佐藤誠七） 委員とこの推進交付金を設定するときに、地域に丸投げじゃないか

という大変厳しいご指摘を受けたことも今思い返しているところでございます。しかし

ながら、この推進交付金を設定させていただいた後でございますが、確かに数カ月にわ

たっては、各それぞれのコミュニティセンターを中心とした中で話し合いをしても、戸

惑いがあったことは事実でございます。これは私も認めざるを得ない部分がございます。

私どもとしては、やはり制約がないものをいろいろ考えながら取り組んでいくという中

で、企画の中に事業を推進していくときの相談窓口といいますか、担当者でいろいろ

我々が今知り得ている情報、あるいは相談を受けて、例えばこういうこともあるのでは

ないかということを私どもで率先していろいろな指導ということはおこがましいですか

ら、相談をさせていただいているということであります。 

  そういう中で、ほとんどの地域では大変効果があると、よかったと、これからも続け

てほしいというようなお話は私にはたくさんいただいております。ただ、残念ながら、

その辺がうまく回っていないと思われることもお聞きはしております。しかしながら、

これを短兵急にやるものではないと。地域づくりは少し長い目で見ながら、地域の皆さ

んと話し合いをしながらやっていくべきであろうと思っております。 

  ただ、今委員からお話がございましたように、相談といいますか、我々で結論を出す

ということでなく、結論はやはり地域で出していただくということですが、いろいろな

ご相談に応じながら、例えばインフラ整備などは、道路インフラ等々については、これ
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は直接私どもでやらせていただくわけですが、地域づくりの中での取り組みというもの

については、例えば農林を中心とした直接支払いなどでの支援などもございます。それ

らとうまくかみ合わせて、組み合わせて、非常に成果を上げているところなども見受け

られますので、私としてはやはりこの事業というものを推進しながら、そして地域のい

ろいろな力というものを結集していただくような環境づくりを我々もこれからも推進し

ながら、そして相談窓口をきちんと設けながら取り組んでいきたいと思っておりますの

で、何とぞご理解、ご協力のほどをお願い申し上げます。 

○委員長（菅原隆男） ほかに、９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） 概要書11ページ、まちづくり複合施設についてお伺いします。 

  この工事も３月で終わるということですけれども、まず１つは、この外構の中で、駐

車場について、消雪を使った駐車場にするのかお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 加藤補佐。 

○課長補佐（加藤和芳） お答えいたします。 

  こちらの駐車場整備につきましては、消雪ではなく、機械、重機等による除雪を考え

ております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） そうした場合に、雪押し場の確保というものはどのように想定なさ

っているのですか。 

○委員長（菅原隆男） 加藤補佐。 

○課長補佐（加藤和芳） お答えいたします。 

  この駐車場になりますが、全体で220台ぐらいの駐車スペースがございますが、その

一部を雪押し場に考えております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） そうなりますと、たまったら排雪ということも想定していると思う

のですが、どこら辺までたまったらという考え方も必要かなと。車をとめられなくなる

までためるということもないと思うのですが、そこら辺はどのように考えていますか。 

○委員長（菅原隆男） 加藤補佐。 

○課長補佐（加藤和芳） はい、お答えいたします。 

  現在もあの駐車場には堆雪ということでやらせていただいておりまして、それでたま

りましたらば、排雪をさせていただいております。この辺につきましては、雪がどれく

らい降るかというのもございますが、来年、総務、防災管財係等々と調整しながら行い

たいと思います。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） はい、わかりました。 

  この複合施設はもう完成間近ですが、予算的にいろいろな補助金なり何なりを使って
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いると思うのですが、財政的な説明としていろいろな補助金なり、交付金なりを使って

いるのですが、そこら辺を大体の概略説明を求めたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 加藤補佐。 

○課長補佐（加藤和芳） お答えいたします。 

  こちらの補助金になりますが、国県の補助金を約２億6,000万円いただきまして行っ

ております。また、起債につきましては、24億8,000万円の起債を使わせていただいて

いるところでございます。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） この24億円の起債というのは、総額の工事代金に対しての24億円な

のでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 加藤補佐。 

○課長補佐（加藤和芳） お答えいたします。 

  現時点での総事業費に対する起債額として24億8,000万円を見込んでおります。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） そうなりますと起債というのは借金ですから、１町民当たり大体ど

れくらいの起債になるのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 加藤補佐。 

○課長補佐（加藤和芳） すぐに計算はできませんが、24億8,000万円割る１万4,000人と

いうところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） 大変わかりました。 

  この新しいまちづくり複合施設の年間の維持費というもの、前にも私、質問していた

のですが、大体どれくらいを想定しているのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 加藤補佐。 

○課長補佐（加藤和芳） お答えいたします。 

  年間の維持費につきましては、施設管理費に計上させていただいておりますが、この

施設、新しい施設ということで、まだはっきりと幾らぐらいということはお答えできな

い状態でございます。ただ、水道光熱費につきましては、ＬＥＤ照明の設置や施設の高

断熱が図られることから、省エネ化が図られると考えております。 

  また、ほかの管理費につきましても、現在役場庁舎、中央公民館、分庁舎、３棟あり

ましたものを１つにまとめるということから、管理費も効率化が図られるのではないか

と考えております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） では、 後にですが、１町民分の負担は割れということですが、こ
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れ何年かかって返済が終わるのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 加藤補佐。 

○課長補佐（加藤和芳） お答えいたします。 

  そちらの起債につきましては、過疎債、または公共施設等適正管理推進事業債を活用

させていただきたいと考えております。過疎債は償還が12年、公共施設債は償還が20年

となっておりまして、こちらの償還が終わるのが平成でいいますと平成51年ぐらいと考

えております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） そうしますと、人口がだんだん少なくなると１人当たりの負担金が

多くなるという理解でいいのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤町長。 

○町長（佐藤誠七） お答え申し上げます。 

  先般、施政方針の中で、関議員からこの件についてはトータル的なご質問をいただい

て、お答えをさせていただいているところでございます。やはり私どもは常に事業を展

開するときには、少しでも有利なものを、起債を含めて展開してまいりたいと。特に起

債を起こす前に、支援をいただける助成をいただけるなどを全部調べさせていただきま

して、少しでもご負担を減らすような努力をしてまいりたいということであります。こ

れは生の数字ではまさしくないわけです。24億円というものは、やはり過疎債であれば、

３割という有利な起債をさせていただいておりますので、やはり長期的な視点で町民の

皆さんのご負担をできるだけ減らすような努力をしながら、町財政の維持を図っていき

たいということでもありますし、人口減少がこのまま続かないように、少子ということ

を我々は大きな町の課題として捉えさせていただきながら、人口がふえるということは

大変厳しいものがあると私も認識しておりますが、できるだけ減っていかないような努

力を皆さんとともにつくっていくまちづくりを進めていきたいと考えておりますので、

今後とも人口が減るという中で負担がふえていくのではないかというような議論とはち

ょっと違う議論になってくるのではないのかなと私は思っておりますので、何とぞご理

解を賜りたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） ほかにございませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○委員長（菅原隆男） 質疑終結と認めます。 

  ここで説明員交代のため暫時休憩いたします。 

              休 憩  （午後１時２９分） 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

              再 開  （午後１時３０分） 

○委員長（菅原隆男） 休憩前に復し再開いたします。 
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  次に進みます。 

  町民課所管の審査を行います。概要の説明を求めます。中村町民課長。 

○町民課長（中村裕之） 町民課所管の一般会計予算についてご説明を申し上げます。 

  概要書につきましては17ページから21ページとなっております。概要書によりご説明

を申し上げます。18ページをごらんいただきたいと思います。 

  初に、予算（案）の概要の基本的方向について申し上げます。 

  町民課につきましては、役場全体の窓口として町民の皆様が利用しやすく、親しみや

すい窓口を目指して、親切、丁寧な対応を心がけております。また、町民生活に直結し

基本的な個人情報を取り扱う部署でもありますので、町民皆様の個人情報の保護や暮ら

しの安全・安心に努めてまいります。 

  主な事業といたしましては、子育て世代への支援として、高校３年生相当年齢までの

医療費の自己負担額を無料にする「しらたか元気っ子事業」を引き続き実施してまいり

ます。 

  環境保全の取り組みにつきましては、第２次白鷹町環境基本計画に基づき、推進母体

となる美しい郷づくり推進会議を初め、環境関係団体との連携を密にしながら、ごみ減

量化などにつきまして町民の皆様と一体となった活動を推進してまいります。 

  交通安全・防犯活動につきましては、交通安全対策協議会や交通安全協会、防犯協会

などの関係団体と連携し、交通事故防止に向けた取り組みや防犯パトロールの実施など、

安全で安心なまちづくりに努めてまいります。 

  続きまして、予算の体系につきましては、５つの分野に分類して記載しております。

18ページのとおりでございますので、ごらんいただきたいと思います。 

  各係の主な事業の概要につきましては19ページから記載しておりますが、これまでの

継続事業が主なものであります。このうち19ページ、暮らし環境係のナンバー７の斎場

維持管理修繕事業につきましては、経年劣化したオイル流量計の交換などの対応を予定

しているものでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） 説明が終わりました。 

  質疑を行います。３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） 概要書の19ページ、 初にお聞きをいたします。戸籍年金係の窓口

業務ですけれども、今度新庁舎になるに当たり、受付の方法とか、住民の皆様にとって

何か変わるようなことはあるのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 橋本係長。 

○係長（橋本こずえ） お答えいたします。 

  ５月連休明け、５月７日に新庁舎の開庁日ということになるわけでございますが、新

庁舎への移転後、何かの窓口申請など、現在のやり方、方法から変わるということは、
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今のところは予定してございません。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） ありがとうございます。 

  次に、暮らし環境係の交通安全対策についてお聞きをいたします。 

  通学路点検の現在の状況と、それから夜間の通学路点検の実施予定などはございます

でしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 芳賀補佐。 

○課長補佐（芳賀和則） お答えいたします。 

  通学路安全点検につきましては、学校、また地域、警察、県等、道路管理者等と一緒

になりまして、春の通学路現地安全点検、それから防犯点検などを実施しているところ

でございます。その際、課題となりました部分につきましては、それぞれの管理団体に

おきまして、即座に対応しております。また、夜間の課題となるであろう部分につきま

しては、それぞれが担当部署の中で点検をしながら対応をしているところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） それでは、今後、夜間の点検も行っていただけるという受けとめ方

をさせていただきました。概要書20ページの高齢者運転免許証自主返納支援事業ですけ

れども、改めて自主返納者の推移と、それからこの交付の状況をお聞かせください。 

○委員長（菅原隆男） 芳賀補佐。 

○課長補佐（芳賀和則） お答えいたします。 

  高齢者運転免許証自主返納支援事業でございますが、まず、返納者数でございます。

こちらにつきましては、１月から12月までの年でトータルでございますが、昨年平成29

年は64人、平成30年度は62人の方が返納されております。そのうち、デマンドタクシー

券を暮らし環境係で交付した方は平成29年度が47人、こちらについては年度でございま

す。平成30年度につきましては、今の現在の人数で44人に交付しております。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） 返納された方とそれからデマンドタクシー券の交付の数に多少差が

あるということだと思いますけれども、この支援事業の周知ですけれども、どのような

形で行っていくか、今後の考え方があれば教えてください。 

○委員長（菅原隆男） 芳賀補佐。 

○課長補佐（芳賀和則） お答えいたします。 

  周知につきましては、広報での周知、それからホームページ、また、高齢者を対象と

しました交通安全教室を行っております。その際にもこの返納制度についてＰＲをして

いるところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ほかにございませんか。10番、石川委員。 
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○10番（石川重二） 10番、石川です。 

  概要書の20ページ、12番、環境基本計画推進事業の中で、美しい郷づくり推進会議が

中心となりまして、いろいろな諸事業を行ってまいったと思います。ごみ減量化事業、

エコドライブ事業、それから水質調査事業、ボカシづくり事業、環境講座、その他の事

業をやっているわけですが、白鷹町で美しい郷が中心となってごみ減量に取り組んでい

る課題の中で、実際、生ごみにボカシを入れながら使いまして、においをしなくして肥

料化にして、生ごみが出荷されないように減量することとか、それから金属類等の廃棄

物、廃物を、こども会育成会等を中心として、かなりな地域でこのごみ集めをして、町

で負担するごみ減量が大きく減っているのではないかと思います。その辺に対する数字

などをわかれば教えていただきたいと思います。 

  また、それ以外にも11番の環境改善事業、沼がにおいがするとか、どこの川が、色が

変わって腐った水が流れているといったときに、これも同じように水環境事業でやって

いる美しい郷の水質の担当の係で、こういったこともやっておられるわけですが、ごみ

減量に対して、この美しい郷の活動が結果的にどの程度町にごみの減量その他で力を与

えているのか、わかれば教えていただきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 芳賀補佐。 

○課長補佐（芳賀和則） お答えいたします。 

  まず、環境基本計画推進事業における美しい郷づくり推進会議の活動でございますが、

委員からご意見ありましたように、ボカシづくり講座、また小型家電回収、有価物の回

収補助など、多岐にわたる事業を行いながら、活動をしているものでございます。有価

物回収につきましては、今年度は38団体の皆様にご参加をいただきまして、大変多量の

回収をいただいているところでございます。残念ながら、ごみの排出量につきましては、

総数、生活系ごみの総数につきましては、ほぼ横ばいとなっているところでございます

が、こういった地道な活動がこの横ばいという数字にあらわれているものと思います。

人口が減っておりますので、１人当たりの排出量としては若干でございますがふえてい

る現状にはございますが、今後も地道な活動を行いながら、また、啓発等も行いながら、

ごみ減量に向けて活動をしていきたいと思っております。 

  また、環境改善事業の河川の水質調査でございますが、町で定期的に観察をしている

ものが７カ所、それから美しい郷づくりの水質調査活動で検査をしているものがござい

ます。いずれも大きな問題となるような河川汚濁は見つかっていないものでございます。

今後も河川の水質管理、またきれいな川づくりに向けて啓発を行っていきたいと思って

おります。 

○委員長（菅原隆男） 10番、石川委員。 

○10番（石川重二） ありがとうございます。結果として、横ばいということは、かなり

数字が下がって集めていることだと思います。特にこども会中心の蚕桑と鮎貝が非常に
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多くて、他地区がほとんど少ないということは、前と同じでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 芳賀補佐。 

○課長補佐（芳賀和則） お答え申し上げます。 

  近年こども会による有価物回収、それから地域の婦人団体、地域団体においても有価

物回収、ごみ拾いなどに大変取り組んでいただいております。総じて申しますと、全町

的に広く活動をいただいている状況でございます。 

○委員長（菅原隆男） 10番、石川委員。 

○10番（石川重二） 別な項目ですが、13番の再生エネルギー推進事業のことについてお

聞きします。 

  白鷹町でも結構太陽光発電とか、小水力発電とか、いろいろなことで再生エネルギー

が徐々に進んでいるのでないかと思っておりますが、 も大規模な業務用の発電に関し

てはわかりかねるかなと思うのですが、わかる範囲で現状をお知らせいただきたいと思

います。 

○委員長（菅原隆男） 芳賀補佐。 

○課長補佐（芳賀和則） お答えいたします。 

  町で補助しております家庭用の再生可能エネルギー活用の補助に関してお答えをさせ

ていただきます。 

  まず、太陽光住宅用発電設備への補助でございますが、平成30年度、今後の見込みも

含めまして８件の補助を予定しております。出力でいきますと42キロワット相当の発電

量になります。 

  なお、推移でございますが、平成28年度は12件、平成29年度は１件の補助でございま

した。 

  また、木質バイオマスストーブ、まき、ペレットストーブへの補助でございますが、

こちらにつきましては、平成30年度予定も含めまして６件ございます。 

  推移につきましては、平成28年度が７件、平成29年度が４件補助をしております。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） 10番、石川委員。 

○10番（石川重二） ありがとうございます。 

  この再生エネルギーの中で、家庭用の太陽光を含めてやっている家族の中で、政府の

方針で今度は蓄電池を停電のときとか、夜間のときに使えるように補助金を出すような

動きがあるようですが、まだ地元には来ていないようですが、これをふやせば、結構伸

びるのではないかと思います。再生可能エネルギーは、住民生活に環境汚染を絶対に起

こさない非常にプラスの面が多いわけです。今、原発が震災後稼働できなくなっている

といっぱいあるのですが、震災後稼働できないのはそれだけでなくて、発電所の地下に

燃えかす、核のごみがいっぱいになってきて、間もなく満杯になるところでは、別な場
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所に地下に埋め立てしなければならなくなる問題も出始めるようで、そういったことか

ら、原発への不安が全国的になっております。できればこの自然エネルギーがふえるこ

とで、そちらが何ぼでも改善されればよろしいのかなと、私は思っております。同じよ

うに、日本と同じような時期から始めたドイツは、太陽光発電等の購入値段が……。 

○委員長（菅原隆男） 石川委員、質問の内容が新年度予算についての質問を承っていま

すので、そのような質問をしてください。 

○10番（石川重二） そういう中で、この再生エネルギーが徐々にふえていることに非常

にうれしく思います。今後ともよろしくご推進いただきますようお願いいたします。 

○委員長（菅原隆男） 質疑終結と認めます。 

  ここで説明員交代のため暫時休憩いたします。 

              休 憩  （午後１時４７分） 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

              再 開  （午後１時５０分） 

○委員長（菅原隆男） 休憩前に復し再開いたします。 

  次に進みます。 

  健康福祉課所管の審査を行います。 

  概要の説明を求めます。長岡健康福祉課長。 

○健康福祉課長（長岡 聡） ご説明申し上げます。 

  健康福祉課所管の予算につきましては、予算書では69ページから88ページ、３款民生

費第１項社会福祉費、第２項児童福祉費及び４款衛生費第１項保健衛生費までとなって

おります。当初予算（案）の概要につきましては、24ページから35ページになりますの

で、よろしくお願いをいたします。 

  それでは、当初予算（案）の概要により説明をさせていただきます。概要書の24ペー

ジをお開き願います。 

  初に、基本的方向についてでございます。 

  なお、主な事業として説明させていただく部分につきましては省略をさせていただき

ます。 

  少子高齢化や核家族化の進行、ライフスタイルの変化等により、家庭や地域における

生活課題も多様化、複雑化している状況において、組織内並びに組織間の連携を強め、

誰もが心身の健康を保ち、安心して暮らすことができるよう、切れ目のない総合的な支

援に努めてまいります。 

  子育て支援につきましては、幼児教育・保育のサービス提供を基本に、次代を担う子

どもたちの健やかな成長のための環境づくりに努めてまいります。特に乳児保育のご要

望にお応えするため、平成31年度から町内の保育園、こども園全てにおいて０歳児から

の保育を実施いたします。また、10月から実施予定の幼児教育無償化につきましては、
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制度の具体化に向けた国等の情報を把握し、わかりやすくお伝えしてまいります。 

  高齢者福祉につきましては、認知症高齢者の問題も深刻化しております。自動車での

徘徊や、交通事故の防止に資するよう、運転免許証の自主返納等を支援してまいります。 

  障がい者福祉につきましては、障がいのある人もない人もともに生きる社会の実現に

向け、必要なサービスの提供等に取り組んでまいります。 

  健康づくり事業につきましては、本町においても平均寿命が男女とも80歳を超える状

況におきまして、生活習慣病の予防と重症化予防により、健康寿命の延伸につながるよ

う皆様の健康に対する意識の向上に向けて取り組んでまいります。 

  母子保健事業につきましては、子育て世代包括支援センターにおいて、安心して子ど

もを産み育てることができるよう総合的な子育て支援に努めてまいります。 

  続きまして、予算の体系でございますが、４つの分野に分類して記載をしております。

25ページ、26ページのとおりでございます。 

  次に、主な事業につきまして申し上げますけれども、新規及び拡充事業を中心にご説

明申し上げます。 

  27ページ、安心・安全な生活支援、事業番号３番、福祉灯油券交付事業につきまして

は、高齢者のみの非課税世帯等の冬期間における経済的負担の軽減を図るため、これま

で補正予算により対応してまいりましたものを当初予算に計上させていただくものでご

ざいます。 

  28ページ、高齢者の生活支援、事業番号３番、高齢者世帯雪かき支援、雪おろし費支

給支援事業につきましても、経済的負担軽減の視点から、雪おろし費の助成額を増額さ

せていただくものでございます。 

  29ページ、事業番号３番、介護施設等開設準備補助金につきましては、西中学校跡地

に介護老人福祉施設の整備を行なう法人に対しまして、事業番号２番によります老人福

祉施設整備支援事業に加えまして、県の補助金を活用して、備品整備等の支援を行うも

のでございます。 

  32ページ、次代の親の育成、事業番号１番、婚活サポート事業につきましては、平成

30年度新たな取り組みとして実施をしまして、参加者から好評をいただきました町内飲

食店のご協力を得て、気軽に交流していただく事業を拡充するなどして、出会いの場の

創出等に努めてまいります。 

  35ページ、母子保健の充実、事業番号５番、子育て世代包括支援センター運営事業に

つきましては、母子手帳アプリの導入を通して、お子さんの成長をご家族で共有できる

環境づくりや、予防接種時期のお知らせ等、情報提供の手法を充実させてまいります。 

  以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長（菅原隆男） 説明が終わりました。 

  質疑を行います。３番、笹原委員。 
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○３番（笹原俊一） 概要書35ページの母子手帳アプリについてお聞きをいたします。 

  導入をされる背景と、その内容を少し詳細に教えていただきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） お答えを申し上げます。 

  現在、子育て世代におきましては、大多数がスマートフォンを保持しておりまして、

従来の紙の母子手帳に加えまして、スマートフォン向けの電子手帳アプリを導入しまし

て、情報を素早く確認可能な環境を提供することができるようになることから、このた

び実施するものでございます。 

  内容としましては、アプリを登録いただきまして、町からの乳幼児健診だったり、子

育て情報の発信を行いまして、それをプッシュ型で通知を行ったり、個人で予防接種管

理ができるサービスという内容でございます。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） それは双方向のやりとりはできますでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） こちらのアプリにつきましては、情報の発信のみとなってございま

す。 

○委員長（菅原隆男） ３番、笹原委員。 

○３番（笹原俊一） もう一つ、個人負担はございますか。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） 個人負担はございません。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 概要書34ページの子どもの健康づくり健診事業についてお伺いい

たします。 

  予算書でありますと86ページになりますけれども、この63万2,000円という予算であ

りますけれども、これは子どもの健康診断の受診率、目標が平成34年度までに57％と説

明を受けておりますけれども、この予算というのは、対象者全員分を見越しての予算な

のか、その辺をお聞かせください。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） お答えをさせていただきます。 

  子どもの健康づくり健診事業の予算につきましては、実績ベースから大体60％を想定

しまして63万2,000円という設定をさせていただいたところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） この検診の結果ですけれども、平成28年度から始めたわけであり

ますけれども、これまで 初生活習慣病の予備軍という方も含めまして、お子さんがそ

ういった方が37％ほどいらっしゃったものが、今年度平成30年度では18％ぐらいまで減
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っているということをお伺いしました。大分こういった事業の成果があらわれたものか

どうかというのは、数字だけを見ればよくなっておりますけれども、どのような成果出

ているかわからないわけでありますけれども、非常に重要な事業でないかなと思ってお

ります。平成29年度の受診率は50.2％と先日お伺いしました。これをできるだけやっぱ

り100％に近い数字に持っていくのがいいのかなと思いますけれども、この健診事業を

利用してくださるようにするためのこれは任意ということで希望者とお伺いしておりま

すけれども、そういった呼びかけというのはどのようにしていかれるのかお聞かせくだ

さい。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） お答えを申し上げます。 

  子どもの健康づくり健診事業につきましては、小学校５年生と中学校２年生の希望者

を対象に実施をしているところでございます。対象者につきましては、町から健診のご

案内を郵送させていただいておりまして、そちらを受けて、受診していただくような形

となっております。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 平成34年度までに目標57％というものに対して、ただいま現状で

は50％ぐらい、まだもうちょっと受診率が低いのかなと思います。その辺、できるだけ

受診していただくような形でＰＲその他呼びかけをしていただきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 長岡課長。 

○健康福祉課長（長岡 聡） 佐々木委員のご指摘にお答えさせていただきますけれども、

やはり受診率は高ければ高いほどいいということがございますけれども、100％ 初か

ら設定してという強気で行けない状況もあるということで、予算としては、まずは目標

達成値まで近づけられるような形ということでとらせていただいております。また、こ

の受診率をアップさせるためということでは、個別の通知を行った後、学校の保健委員

会でのＰＲですとか、あとはお子さんの親御さんが集まるような機会を捉えながら、こ

のような事業をやっているということで、ＰＲをさせていただいて、受診につなげてい

ただく、なんといっても、お子さん１人では受診に行けないということがございますの

で、やはり親御さんがその行動に移っていただけるような工夫ということで、これから

も続けてまいりたいと思います。ありがとうございます。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） 概要書の27ページ、民生児童委員活動等支援事業についてお伺いし

ます。 

  事業概要にもありますように、平成31年ことしの12月に一斉改選になるというような

ことであります。お聞きするに、前回の人選に当たってもかなりご苦労なされたという

状況をお聞きしております。ことしの12月に一斉に改選があるということに当たって、
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現在、この人選に当たっての今から工夫なりの対応が必要なのではないかなと思います

けれども、その辺の考えをお聞きかせください。 

○委員長（菅原隆男） 田中係長。 

○係長（田中由美子） お答え申し上げます。 

  平成31年度12月に一斉改選がございますために、平成28年、前回の一斉改選の後から、

何かなり手不足の解消の方策がないかどうかということで、地区の民生委員、児童委員

協議会のお話などもお聞きしながら、検討を進めてまいったところでございますけれど

も、なかなか即効性のある方策は見つけられなった状況でございます。企業等の定年年

齢の引き上げ、地域の活動をできる方の高齢化、民生委員の活動が大変であるという評

判などが合わさって、民生委員のなり手不足の問題が大きくなっている状況ではござい

ますけれども、そちらに向けてすぐにできる方策というのは今のところなかなか即効性

のあるものというのはない状態ということでございます。こちらにつきましては、民生

委員の方は住民の方と行政をつないでいただく役割であるということですとか、あと、

活動内容の正しい理解というものを広めるために、また、担い手確保のための啓発活動

といたしまして、広報等の充実をさせていく取り組みを行ってまいりたいと考えており

ます。 

  また、本町の民生委員の方の平均在任期間につきましては、県の平均、全国平均に比

べまして短い傾向もございます。もちろんさまざまなご事情がおありの方もいらっしゃ

るとは存じますけれども、今現在、委員をお願いさせていただいている皆様につきまし

ては、引き続き２期、３期とお引き受けいただけますようにお願いさせていただきたい

と考えております。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） 今、どのような役もなかなか人材不足でなり手不足の状況にあると。

特にこの民生児童委員の方々については、精神的な負担も大きい中での活動であるとい

うことを考えれば、なかなかその人選に苦労なされているということもわかるわけです

けれども、何とか今現在、民生児童委員をされている方も含めて、次の人選に当たって

は、早目の対応が必要ではないかなと思ったところでした。 

  続きまして、概要書の31ページになろうかと思いますけれども、多子世帯子育て応援

事業と関連してですけれども、先日、７日の総務厚生常任委員会の中でもご質問させて

いただきました。幼児教育の無償化についてであります。委員会で質問させていただい

たときに、ちょっとわからない数字等がありましたものですから、改めてお聞きしたい

と思います。 

  無償化については、３歳から５歳までの全てのお子さんが対象になるということです

けれども、０歳から２歳児までのお子さんについては、非課税世帯の方は無償になると。

そうでない方については、従来どおりの保育料が徴集されるという中身でしたけれども、
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平成31年度入所、入園予定のこの未満児。０歳から２歳児までのお子さんの課税世帯、

非課税世帯の内容、数字をお聞かせいただければと思います。 

○委員長（菅原隆男） 衣袋補佐。 

○課長補佐（衣袋則子） お答えいたします。 

  平成31年度入所予定の０歳児から２歳児の児童数におきましては、現在約160名と捉

えております。そのうち、非課税世帯の児童数は約10名と見込んでおります。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） その中でこの町単独の多子世帯子育て応援事業に該当する方は何名

になるのか、おわかりでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 衣袋補佐。 

○課長補佐（衣袋則子） お答えいたします。 

  非課税世帯約10名の中で、今回の無償化に該当する方はおりませんで、今までの国の

無償化の中で、無償化とされていた世帯のみになります。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） およそ160名いらっしゃって、その中で町単独の多子世帯子育て応

援事業に該当する第３子の方は何名になるかというのはわかりますか。 

○委員長（菅原隆男） 衣袋補佐。 

○課長補佐（衣袋則子） お答えいたします。 

  町の単独の第３子無料化に該当する児童数は約25名と見込んでおります。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） わかりました。 

  この無償化に伴いまして、３歳から５歳児については、保育料が無償になります。た

だし、給食費、いわゆる副食費と主食費になろうかと思いますけれども、あとこれには

おやつ代も入っているという中身だと思いますけれども、この部分については保護者負

担になってくるという中身だったと思いますけれども、このいわゆる実費と言われる副

食費、主食費の部分の保護者の金銭的な負担はおおよそどれくらいになるのかというの

はこの場でわかるのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 衣袋補佐。 

○課長補佐（衣袋則子） お答えいたします。 

  現在の副食費の考え方につきましては、国で食材につきましては保護者負担というこ

とで、実費徴集とされているところです。その実費の経費につきましては、各施設が設

定することが基本とされておりますが、現在、国でその徴収額の考え方などを整理して

いる段階でございますので、今後国からそういった考え、方向性が示された段階で町で

も各園と連携しながら必要な対応を図ってまいりたいと思います。 
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○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） わかりました。 

  あと別な視点でもう１点、３歳から５歳児については、保育料が無償化になると。３

歳から５歳児の第３子につきましても、町の事業で保育料が無料になるという中身だと

思いますけれども、その３歳から５歳児の第３子について、この副食費、主食費につい

ても町の事業で無料になるという認識でよろしいでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 衣袋補佐。 

○課長補佐（衣袋則子） お答えいたします。 

  町で単独で第３子無料化を行ってまいりましたけれども、副食費につきましては、国

の制度上、実費徴収となるわけでございますけれども、今まで無料ということで、実施

してまいりましたので、これからその副食費分について、どういった対応をするか検討

しながら、新たな負担が第３子無料化してきた方にかからない方向で考えてまいりたい

と思っております。 

○委員長（菅原隆男） ほかにございませんか。９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） 概要書32ページの婚活サポート、これ拡充という説明があったので

すが、どこら辺をどのように拡充するのかお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 衣袋補佐。 

○課長補佐（衣袋則子） お答えいたします。 

  拡充とされた内容でござますけれども、近年、婚活という言葉が敬遠される風潮にご

ざいます。まずは出会いの場の創出を図るということを目的に、先ほど課長が申し上げ

ましたとおり、町内飲食店の方からご協力をいただきながら、３カ所で出会いの場とい

うことで設定してまいりました。こちらが参加者から大変好評を得たことから、平成31

年度におきましても、開催の回数や開催の店舗をふやすなどしながら、実施してまいり

たいと考えておりますので、拡充ということになっております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） これ県でもいろいろやっているようですが、結婚したいのか、した

くないのか、非常に難しい部分があるようですが、そこら辺、この白鷹町の現状として

はいかがなのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 衣袋補佐。 

○課長補佐（衣袋則子） お答えいたします。 

  婚活サポート委員会では、仲人活動とイベントなどの出会いの場の創出という２本立

てで考えておりまして、個別にお見合いの設定で結婚を望まれる方と、まずは出会いの

場に参加しまして、そういった方向から成婚に結びつけたいと考える方と、２通りとい

いますか、いらっしゃるかなとは思うのですけれども、結果的には成婚したいという方

が参加されるものだと思っております。 
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○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） この事業を何年もやっているわけですけれども、なかなか成果が出

ないということもわかるのですが、結婚そのものが人生観においてどのようになるかと

いうことを踏まえますと、このただ婚活サポートの委員にだけ任せるというのもいかが

なものかと思うのですが、そこら辺、もう少し具体的に町でも施策といいますか、行動

するべきかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤町長。 

○町長（佐藤誠七） この余りにも行政がプライバシーに介入するということは、これは

厳禁でございます。やっぱりやるのはそういうチャンスをつくるという、出会いをつく

るというチャンスをつくるという環境を我々はどう担っていけるかということが基本に

なるのではないかなと思います。 

  成人式においても、アンケートなどをとりまして、将来白鷹に戻りたいかと、あるい

は結婚についてどう思っているかとしましても、やはり意外な数字が、結婚は考えてい

ないという、そういう数字も出てくるということであります。これはまさしく価値観が

多様化していると思いますけれども、しかしながら、町としてはそういう出会いをつく

る、その出会いをつくることをいろいろ心配してくださる方々のお力をお借りするよう

な環境をつくっていく必要があると認識をしております。大変喜ばれるということにつ

いては、やはり何回も何回もすることによってそういう環境づくりができ上がってくる

ということでございますので、それらを行政として陰ながら支援をし、そしていろいろ

な段取りをやらせていただくということになるのではないのかなと思っておりますので、

ぜひ委員の皆様方からもお力添えを賜りながら、そういう出会いをつくっていただきま

すことにご協力を賜りたいと思いますので、よろしくお願い申し上げます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） わかりました。 

  次に、33ページのがん検診、これ特に女性のがん検診、これ前にも私、一般質問をし

たことがあるのですが、これ健康増進の中間報告にもあるのですが、目標値、平成29年

度実績が子宮頸がん27.2％、乳がん30％と、割と私が思うには少ない数字かなと思うの

ですが、このクーポンについては対象年齢があると思うのですが、そこら辺踏まえた場

合に、これの金額もあんまり去年より予算が少ないようですが、そこら辺、どのような

対応でいくのかお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） お答えいたします。 

  女性特有のがん検診につきましては、国のがん検診推進事業としまして、節目年齢の

方を対象に、子宮頸がん、乳がん検診の無料クーポン券を交付しまして、がん検診の推

進を図っておるところでございます。子宮頸がんについては20歳、乳がんの対象につい
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ては40歳となっておりまして、受診率については、平成29年度でありますと子宮頸がん

検診が7.8％、乳がんの40歳だと18.7％という状況でクーポンだけによりますと若干低

いような感じもしますけれども、こちらにつきましては、受診率向上に向けまして、子

宮頸がん、乳がん検診を同時にできる婦人科検診を地区ごとに設けまして、年15回実施

しております。そのほかバスでの送迎も実施しておりまして、女性の日や休日の婦人科

検診の実施などを設けまして、受けやすい受診体制を図りながら、個別に受診勧奨を行

っているところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） 特に、この乳がんについては、皆さんご存じだと思うのですが、国

は40歳からということですが、若い人も乳がんにかかる方もいらっしゃるということを

踏まえた場合に、そこら辺も踏まえた中でのがん検診、これはクーポンで対象年齢だけ

は決まっているのですが、そこら辺を踏まえたらがん検診全体の考え方というのはどの

ように考えているのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） がん検診につきましては、国の指針に基づきまして、胃がんについ

ては40歳以上とか、乳がん検診とかは40歳以上という設定をしているところでございま

す。なので、これからも国の指針にのっとった受診体制をしていきたいと考えておりま

す。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） それはわかりました。 

  それで、概要書34ページの不妊治療について少し伺いたいと思います。 

  これ何年もしているわけですが、状況的にはどのような状況なのか。 

  また、この予算に対しての大体どのような状況を想定しているのか伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） お答えいたします。 

  特定不妊治療の実績としましては、平成29年度で申請件数が７組で９件、そのうち母

子手帳を交付したケースが２件となっております。平成30年度におきましては、今現在

でございますが、申請が４組で４件、母子手帳を交付したケースについては２件という

状況でございます。 

  また、昨年度からは一般不妊治療を助成しましたけれども、こちら平成30年度で今現

在ですが、申請が２組で２件、母子手帳交付したケースが１件という状況になっており

まして、不妊治療の効果が出ているのかなということを考えております。予算につきま

しては、特定不妊治療が20万円の10組、あと男性不妊が５万円の２組、一般不妊治療つ

いては10万円が10組ということで予算をとらせていただいているところです。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 
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○９番（奥山勝吉） 結構成果が出ているなと感じるところでありますが、これ助成対象

の年齢というのがあったと思うのですが、これ何歳からだと助成から外れるんでしょう

か。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） お答えを申し上げます。 

  特定不妊治療につきましては、対象年齢が43歳未満となっております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） 43歳未満ということは、42歳から43歳まで治療を受けた場合はそれ

は助成になるという理解でいいのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） 対象としましては、40歳未満の方が通算６回まで助成で治療ができ

ます。43歳未満までが通算で３回まで実施できることとなっております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） わかりました。これ、ほかの県で受けて、今度例えば山形県に来て

受けるということについての、これ回数についてはどのような考え方になるのでしょう

か。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） 回数につきましては、県の特定不妊治療助成にのっとった回数とな

ってございます。 

○委員長（菅原隆男） 髙橋係長。 

○係長（髙橋真弘） 特定不妊治療を受ける要件としましては、夫婦ともに白鷹町に住所

がある方、また、県の特定不妊治療費用を受ける方については、他市町からの助成を受

けていない方が対象となっております。 

○委員長（菅原隆男） 長岡健康福祉課長。 

○健康福祉課長（長岡 聡） 奥山委員のご質問の答えとして適切かどうかわかりません

けれども、県の特定不妊治療の認定を受けていることが前提ということがございますの

で、他県の部分について、これまでご相談いただいた部分もありませんので、このあた

りについてはその部分が県の特定不妊治療の対象と認められるかどうかというところも

含めて判断させていただきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 質疑終結と認めます。 

  ここで説明員交代のため暫時休憩いたします。 

              休 憩  （午後２時２５分） 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

              再 開  （午後２時４０分） 

○委員長（菅原隆男） 休憩前に復し再開いたします。 
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  次に進みます。 

  農林課、農業委員会所管の審査を行います。 

  概要の説明を求めます。 

  大木農林課長。 

○農林課長併農業委員会事務局長（大木健一） それでは、農林課及び農業委員会所管の

平成31年度当初予算（案）の概要についてご説明を申し上げます。 

  初に、農林課所管分ということになります。予算書につきましては95ページから

105ページ、６款農林水産業費１項農業費、そのうち、１目の農業委員会費と７目地籍

調査費を除く部分が農林課分ということになります。それから、154ページ、11款の災

害復旧費１項農林水産業施設災害復旧費となってございます。当初予算（案）の概要に

つきましては、37ページから47ページとなりますので、よろしくお願いをいたします。 

  それでは、当初予算（案）の概要により説明をさせていただきます。38ページをお開

きください。 

  初に、基本的方向につきまして申し上げます。農業を取り巻く環境が大きく変化し

ている中、コメの生産に関しては、町農業再生協議会から生産の目安を提示し、白鷹地

区とも補償事業を継続しながら、需要に応じた生産に取り組んでまいります。 

  また、白鷹町農業再生協議会につきましては、組織の見直しを行いながら、人・農地

プランの話し合いをベースにした担い手への農地集積を推進するとともに、将来の地域

農業の担い手確保と育成支援、特色ある産地づくりに努めてまいります。農業の生産基

盤の効率化などを進める土地改良事業は、県営事業のため池整備事業、水利施設整備事

業などに取り組んでまいります。日本型直接支払交付金事業は、農村集落の多面的機能

の維持確保と耕作放棄地の発生防止に向けて、引き続き取り組んでまいります。 

  本町の森林については、スギを中心とする民有林の適正な整備と活用を行い、緑の循

環システムの構築を進めていく必要がございます。このため、引き続き地域林政アドバ

イザーを配置しながら、町森林・林業再生協議会を中心に、森林の境界明確化事業を進

めるとともに、新たに創設された森林環境譲与税や、国・県などの事業を活用し、森林

組合等が実施する森林整備や、再造林後の保育支援を行ってまいります。また、保全す

べき松林での松くい虫防除を継続して実施するとともに、近年被害が増大している有害

鳥獣の対策につきましては、被害の未然防止につながる電気柵の導入の支援や狩猟免許

の取得に係る費用の支援をしてまいります。 

  予算の体系と主な取り組みにつきましては、ごらんをいただきたいと存じます。 

  続いて、農林関係の主要事業につきまして、新規事業等を中心にご説明を申し上げま

す。概要の40ページをお開きください。 

  40ページから44ページは６款１項農業費ということになります。まず、３目の農業振

興費では、40ページにございます３番、園芸大規模団地整備支援事業では、大規模な園
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芸団地の整備に向けて、農業機械の整備を支援してまいります。５番、経営体育成支援

事業及び６番、産地パワーアップ事業は、ともに国の補助事業を活用しながら、農業機

械導入や施設整備を支援してまいります。また、41ページ８番の地域農業を支える元気

な中小稲作農家支援事業につきましては、中小規模の稲作農家の所得向上に向けた取り

組みを支援してまいります。 

  同じく41ページになります。４目の畜産業費、１番の畜産経営力強化支援事業では、

耕畜連携の推進に向けた農業機械等の整備や、養豚施設の脱臭設備導入などの支援を行

ってまいります。 

  42ページをお開きください。 

  ５目の農地費ということにつきましては、３番の農道橋梁点検診断事業ということで、

農道にかかる橋梁４橋につきまして、点検、診断業務を行うことで、施設の安全安心の

確保と長寿命化等につなげてまいります。県営事業として実施されます４番の御影地区

ため池等整備事業につきましては、実施設計等を経て、一部工事に着手してまいります。

そのほか、各農業基盤整備事業及び農業農村の多面的機能の維持発揮を支える地域活動

を継続して支援してまいります。 

  44ページをお開きください。 

  ６目農業再生協議会費におきましては、組織の見直しを図った町農業再生協議会を主

体に、経営所得安定対策や農地中間管理事業による担い手への農地集積を引き続き推進

するとともに、44ページの３番にございますけれども、地域農業活性化推進事業につき

ましては、これまで白鷹町地域農業活性化センター事業ということで実施をしてきた事

業を引き継ぎまして、新規就農者及び担い手の育成確保について、農業再生協議会の事

業ということで取り組んでまいります。 

  45ページをごらんください。 

  続きまして、６款２項となります林業費でございます。２目の林業振興費につきまし

ては、１番の荒廃森林緊急整備事業として間伐や下刈りなど、森林の環境整備を実施す

るほか、２番、森林情報管理事業では、森林ＧＩＳや林地台帳の整備を進めてまいりま

す。また、４番の林道整備事業においては、新たに林道橋梁の点検診断を実施いたしま

して、施設の安全安心の確保と長寿命化等につなげてまいります。 

  46ページをお開きください。 

  11番の森林・林業再生事業につきましては、森林・林業再生協議会を中心に継続して、

森林境界明確化事業を進めてまいりますが、重点実施地区との連携を図りながら、境界

明確化事業の加速化を目指してまいります。10番の有害鳥獣被害対策事業につきまして

は、電気柵設置支援や狩猟免許取得及び猟銃所持に係る支援等の事業を統合いたしまし

て、鳥獣対策協議会を通した支援を実施することでより効果的な対策につなげてまいり

ます。 
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  続きまして、47ページにつきましては、11款１項の農林水産業施設災害復旧費となり

ます。農業用施設、林道等につきまして、引き続き災害復旧事業に取り組んでまいりま

す。 

  以上が、農林課所管の主な事業の概要でございます。 

  続きまして、農業委員会の予算（案）の概要につきましてご説明を申し上げます。 

  予算書につきましては、94ページと95ページにまたがってございます。 

  ６款農林水産業費１項農業費１目農業委員会費でございます。当初予算（案）の概要

につきましては、49ページから51ページになります。それでは、概要書の50ページをお

開きください。 

  基本的方向といたしましては、農地等の利用の 適化の推進に関する指針に基づき、

担い手への農地集積や、遊休農地、荒廃農地の発生防止と解消に取り組んでまいります。 

  また、農業委員会における農地台帳及び農地に関する地図の整備、公表の法定化に基

づき、農地、地図情報の制度向上を進めてまいります。農業者年金業務については、加

入推進の取り組みを粘り強く進めていくことが重要であるため、関係機関と連携を図り

ながら、制度の理解と推進体制の整備を図り、周知徹底に努めます。 

  以上が農業委員会の予算案の概要でございます。以上、説明とさせていただきます。 

○委員長（菅原隆男） 説明が終わりました。 

  質疑を行います。２番、渡部委員。 

○２番（渡部善美） 概要45ページ、荒廃森林緊急整備事業とあります。間伐下がり等を

行い、環境整備を行う事業とあるが、どこでどのようにやるのかお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  委員のご質問の内容でございますけれども、平成31年度予定している箇所といたしま

しては、ふるさと森林公園内を実施する計画してございます。事業の内容といたしまし

ては、景観を損ねているやぶ化した、もしくは雑木化した森林を抜き取りや、枝打ち、

それから除伐、もしくは下草刈りなどを行いまして、景観の整備を進めていきたいとい

う考えでございます。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ２番、渡部委員。 

○２番（渡部善美） これのほかに別の場所、これから先どのようにやるのかお教え願い

たいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  本年度、こちらの事業につきましては、新規で取り組む事業でございます。試行的な

意味合いが強いものでございまして、こちら事業を事務手続等の精査を行いまして将来
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的には全町にエリアを広げて実施していきたいと考えているものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ２番、渡部委員。 

○２番（渡部善美） 引き続き２番の森林情報管理事業についてお教え願いたいと思いま

す。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  こちら森林情報管理事業でございますけれども、現在、町で管理しております森林簿

というコンピュータがあるのですけれども、こちらがＯＳ Ｗｉｎｄｏｗｓのサポート

が切れるということと、あと森林簿自体のソフトウェア、こちらもメーカーのサポート

が打ち切られるということがございまして、こちら山形県が新たにクラウドシステムと

いうものを導入することになりまして、町でもこのクラウドシステムに参加するという

内容でございます。本年度につきましては、このクラウドシステムに入るためのシステ

ム設定に伴う委託料、それからクラウドシステムの年間委託料を予算として計上してい

るものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ２番、渡部委員。 

○２番（渡部善美） もう一ついいでしょうか。 

  46ページの７番、みどり環境交付金事業のことをもう少し教えてください。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  みどり環境交付金事業でございますが、こちら、９カ月健診時にお配りしている積み

木、木製、白鷹町産材を使用しました積み木の贈呈の費用、それから鮎まつり、それか

ら産業フェアなどの期間中に木工体験ということで、商工会の県木部会のご協力をいた

だきながら、木製椅子の組み立てを行っているのですが、こちらの講師謝礼、それから

椅子の原材料費を予算化しているものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ６番、小形委員。 

○６番（小形輝雄） 概要の46ページ、11番、森林林業再生事業の現在の境界明確化につ

いてどのようになっているかお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  森林境界明確化事業でございますけれども、平成26年から実施してございます。本年

度につきましては、畔藤地区を実施しておりまして、実績として約61ヘクタールを明確

化することができたものでございまして、平成26年から合わせましてトータル237ヘク

タールの実績となってございます。 

○委員長（菅原隆男） ６番、小形委員。 

○６番（小形輝雄） 今後境界明確化をどのようにやっていくのか。 
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  そして、森林環境譲与税、これらの活用方針もあわせてお伺いしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  森林境界明確化でございますけれども、来年度につきましては、重点地区といたしま

して中山地区を想定いたしまして、中山地区を複数年かけて、かつ地元の方のご協力を

得ながら、進めていきたいと考えているものでございます。 

  また、環境譲与税につきましても、一応境界明確化にかかわる測量経費や、地域林政

アドバイザーなどの人件費という形で、当面は考えていきたいと思っております。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） まず初めに、45ページ、先ほどの渡部委員の質問の関連としてお

伺いいたします。 

  １番の荒廃森林緊急整備事業ありますけれども、これは先ほどパレス松風の近辺を来

年度考えているとお聞きいたしましたが、こういった新規事業でありますけれども、事

業を始めるに至った経緯というものはどのような考え方があったのかお聞かせください。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  こちらの事業につきましては、県の事業の説明会がございました。その中で、この事

業の趣旨になってございます景観の悪化している森林の整備というものと、それから人

と動物との共存林の整備という大きな柱がございまして、今回の選定に当たったのは、

観光施設でありますふるさと森林公園、こちら開設されてから大分20年先たってきたこ

とによりまして、法面などに繁茂してきた雑木等がお客様の目に入ると著しく景観上よ

ろしくないんじゃないかということで、まずパレス松風を選定させていただいたという

ことでございます。あと、将来的な話になるのですが、２つ目の人と動物の共存林の整

備ということで、手入れの行われていないやぶ化した里山などを見通しのよい森林に整

備いたしまして、動物等が隠れにくいような環境をつくりまして、人と動物等を分ける

空間がつくれればいいかなということで取り組んでいきたいと考えているものでござい

ます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 理由の一つには有害鳥獣対策という部分もあるのかなと思います。

ということは、例えば田畑等の境界に当たる部分とか、そういったところに優先的に広

げていくほうがいいのかなと思いますけれども、例えば農免道路周辺とか、そのような

ことを考えられますけれども、今後の方向性としては、その辺いかがでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） 今後、平成31年度、この事業の取り組みを検証させていただきまし

て、その効果等を見ながら、全町に広げていければなということでございます。まだ今
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の段階で具体的にここということはちょっと申し上げられませんけれども、検討させて

いきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 続きまして、戻ります。42ページの農道橋梁点検診断事業につい

てお伺いいたします。 

  45ページにも林道橋梁点検の項目がありますけれども、この事業、新規ということで

ありますけれども、農道橋４橋について点検診断を行うものですということで書いてあ

りますけれども、具体的にどの橋という計画されている部分というのはあるのでしょう

か。 

○委員長（菅原隆男） 丹野係長。 

○係長（丹野和彦） お答え申し上げます。 

  具体的な場所につきましては、畔藤農免道路と西部農免道路がございますけれども、

畔藤農免道路に３橋ございます。荒砥側から行きまして、廻り屋橋、卯の木橋、越田橋

という３橋がございます。西部農免道路につきましては、１橋ございまして、長井市と

の境目のほうに安海壇橋というものが今回の調査対象となってございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） ４橋でありますけれども、橋はまだこのほかにもあると思うので

すが、ほかの橋については、今後の話というか、これからのことになりますけれども、

４橋にとどまるというわけではないと思うのですが、その辺、いかがでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 丹野係長。 

○係長（丹野和彦） お答え申し上げます。 

  今回、橋梁点検を行う橋につきましては、町の農道で管理している４橋ということに

なってございまして、現在、水田の中にかけられている橋というのは、土地改良でつく

られた橋または河川改修でつくられた橋等もございますので、そちらについては別な管

理者でするべきものと思っておりますので、そちらのほうで対応していっていただけれ

ばと思っております。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 農免道路にもまだこのほかに橋はあると思うのですけれども、そ

ちらの橋の考え方はいかがでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 丹野係長。 

○係長（丹野和彦） お答え申し上げます。 

  西部農免道路にまたほかに橋梁が架設されておるわけですけれども、そちらにつきま

しては、町道と重複されておりまして、町道で橋梁点検を行っておりますので、今回の

農道としては点検しないということにしておるところでございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 
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○４番（佐々木誠司） わかりました。林道橋についても同じような考えなのかと思いま

すけれども、今回は点検ということでありますけれども、この点検を行った結果、今後

どういう形で計画等も進むのかなと思いますけれども、その点検、それから計画につい

ては今後どう進んでいくのかお聞かせください。 

○委員長（菅原隆男） 丹野係長。 

○係長（丹野和彦） お答え申し上げます。 

  今回の点検診断につきましては、農林水産省で平成26年８月にガイドラインとか、計

画が定められておりまして、その中で平成32年度まで長寿命化計画を立てなさいという

ことがございますので、今回点検させてもらっているところでございます。今回の点検

診断で傷んでいる橋等がございましたら、また補助金等を使いまして、補修なり、架替

えなりしていく予定でございます。 

○委員長（菅原隆男） ４番、佐々木委員。 

○４番（佐々木誠司） 先ほど、水田地帯の中にある河川等にかけられている小さな橋な

どということもあると思いますが、そっちのほうは対象にならないとお聞きしましたが、

この事業そのものには直接関係ないと思うのですが、お聞きしますところによりますと、

農作業機械の大型化などによって、そういった既存の橋を通れなくなっているものがあ

るという話もお聞きしますけれども、そういったことも今後直接町にかかわるものでは

ないということであると思いますけれども、何かの形で考えていかなければならない時

期が来るのではないのかなと思っております。 

  次に移ります。先ほど境界明確化については小形委員からありましたので、以上です。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） 概要の40ページ、農業の振興というところであります。これについ

て、いわゆる３番、４番、５番、６番という中で、いろいろな今までどおりの補助対象

の事業なのかなと。そして、生産者、あるいは担い手の方々の支援だろうなと今捉えて

いるわけでありますけれども、この３番、４番、５番、６番という、この内容の違い、

そしてこの事業に対しての予定者、希望者などが今出ているとすれば、お伺いをしたい

と思います。 

○委員長（菅原隆男） 高田係長。 

○係長（高田 博） お答え申し上げます。 

  まず、 初に内容の違いという部分につきましてご説明させていただきたいと存じま

すが、例えば５番の経営体育成支援事業というものに関しましては、それぞれ条件があ

るわけでございますけれども、こちらにつきましては、経営状況をポイント化いたしま

して、ポイントの高い経営体から優先的に採択されるということがございます。採択さ

れやすい条件といたしまして、農地中間管理事業の活用や法人の方、そして新規就農者

の方が採用されやすいということはございます。 
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  また、６番の産地パワーアップ事業につきましては、生産目標ということで掲げられ

ておりまして、生産コストの10％削減であったり、販売金額の10％以上増加、あと契約

栽培割合の10％以上増加かつ50％以上の契約割合というメニューによってそれぞれ条件

があるという部分で似たような補助事業ではございますけれども、条件がそれぞれ違う

というものがまずはございます。 

  そして、３番の園芸大規模団地整備支援事業から今予定されております主体をご紹介

させていただきますと、まず１つ目につきましては、この３番目につきましては、１法

人の方、そして４番の園芸大国やまがた産地育成支援事業につきましては１個人と、１

法人の方、そして５番の経営体育成支援事業につきましては、２つの法人の方、６番の

産地パワーアップ事業につきましては、１つの法人の方ということで、今のところ予定

をさせていただいているところでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） いずれにしても担い手、一生懸命取り組んでこれから頑張るわけで

ありますが、できるだけこれに該当するようにご努力をいただきたいと思います。 

  続いて、その次の７番ですけれども、この新規就農の支援事業という中で、ここで賃

貸借の住宅の家賃についてとありますが、これ、現在平成31年度については、何名が予

定されているか伺いたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 高田係長。 

○係長（高田 博） お答えいたします。 

  平成31年度の予定といたしましては、２名の方を予定しているところでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） この中身の内容はどうなっていますか。 

○委員長（菅原隆男） 高田係長。 

○係長（高田 博） お答えいたします。 

  家賃補助につきましては、家賃の補助額、上限といたしまして１月当たり３万円とい

うことで上限を設けさせていただいておりまして、これが１年間ということでございま

す。年間賃借料の２分の１、または36万円のいずれか低い額で助成をさせていただいて

いるところでございます。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） おおよそわかりましたけれども、いわゆる新規就農で、家をお借り

して就農するということとなれば、自分はここで生まれたのではない、ほかから来て農

業をやっていくという方だと思うのですね。そういう方については、とにかく１からの
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スタートなわけです。ここに書いてあるように、住宅も移住して頑張るという方につい

ては住宅も必要だし、農業機械も必要であるとなると思うのですね。さもなくば、農業

用地も必要な、借りて使えばそれでいいかもしれませんけれども、いずれにしても大き

なお金がかかるのだろうなと推測をするわけでありますので、ひとつその点、切りなく

はできないですけれども、手厚い補助をお願いしたいと存じます。 

  43ページをちょっとお願いしたいのですが、43ページの農地費でありますけれども、

その中の６番の川戸・金剛地区ため池等の整備事業というところがありますけれども、

これの県営事業を担っているようでありますけれども、これの事業総額は幾らですか。 

○委員長（菅原隆男） 丹野係長。 

○係長（丹野和彦） お答え申し上げます。 

  総事業費で５億2,600万円ほどとなってございます。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） 今年度だけなのか。これはいずれにしても何年ぐらいの計画になっ

ているのか。お伺いしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 丹野係長。 

○係長（丹野和彦） お答え申し上げます。 

  平成31年度につきましては、7,500万円ほどの事業費を見込んでございます。そのう

ちの14％分を町の負担金として支出するものでございます。この事業につきましては、

平成26年度から事業着手いたしまして、今年度平成30年度まででため池までの工事用道

路が完成してございます。平成31年から平成34年までを完成予定といたしまして、事業

を進めていくということで県と話をしているところでございます。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） やはり平成25年、平成26年の災害のときの爪跡かなということだろ

うと思います。まさにまたああいった災害が起きれば、またあの場所が物すごく崩れて

くるということになろうと思いますので、即急にひとつ進めていただきたいと存じます。 

  47ページの森林環境保全整備計画というところでお願いしたいと思います。森林環境

保全整備事業とありますけれども、ここの三ツ滝道路という中で、県の代行事業だとこ

こに明記されているわけです。これはどういうことなのかちょっとお伺いをしたいと思

います。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  こちら森林環境保全整備事業でございますけれども、こちらもとは三ツ滝線という林

道を改良いたしまして、現在白鷹東部線ということで起点を十王の荒砥川のあたりを起
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点といたしまして、終点が貝生の朝日沢を終点という形で今白鷹東部線という形で、県

代行で整備を行っている工事でございます。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） わかりましたけれども、ここの内容の、概要の中に需用費、旅費と

かあるのですが、このことはどういうことなんですか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  こちら旅費につきましては、地権者の中には町外に住所を持たれている方がいらっし

ゃいます。それで、用地交渉で必要になったときの旅費を予算化させていただいている

ものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） 地権者が結局地元にいないので、いないということでその地権者に

承諾を得るという意味のことですか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） はい、お答えいたします。 

  予定されている法線の用地の中に、若干名ではございますけれども、町外の方がいら

っしゃいます。それで、まだ県の事業の進み方にもよるのですが、その方に用地交渉の

必要性が発生したときにいつでも用地交渉に向かえるようにということで、事前に準備

をしているというものでございます。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） 私、なぜかというと、これかなり前からあった案件だなと思ってい

るのです。やっぱり早く進めるべきでないのかなと思いますので、これでおおよそ今回

決着がつくんですか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） 現在、県でも、この白鷹東部線の改良事業ですけれども、こちら期

中評価ということで、さらに５年の事業延長ということで、平成35年まで事業が延びる

ということで評価を受けているところでございます。県の予算のつき方にもよるのです

が、この５年の間にまず町道打越線ということで、町道があるのですが、ここの区間ま

では５年の間に何とかつなげたいということで、県とは打ち合わせしているものでござ

います。 

○委員長（菅原隆男） ７番、田中委員。 

○７番（田中 孝） とにかく県と打ち合わせをしながら、即急に進めていってほしいと

思います。 

  以上。 

○委員長（菅原隆男） ほかにございませんか。５番、小口委員。 



- ７２ - 

○５番（小口尚司） 概要書43ページの中山間地域等直接支払交付金事業についてお伺い

します。 

  この事業概要の中に、今年度は第４期対策の 終年度となりますとあります。第４期

の今の現状を踏まえまして、次期第５期に来年度から入るという流れになろうかと思い

ますけれども、この第４期の現状と第４期対策に対する町の考えをお伺いしたいと思い

ます。 

○委員長（菅原隆男） 丹野係長。 

○係長（丹野和彦） お答え申し上げます。 

  まず、中山間直接支払事業につきましては、平成31年度で４期の 後になるというこ

とで、５年１サイクルで４期の 後となるわけですけれども、現在、 終的な結果はま

だないのですが、17地区、中山間事業は取り組んでいるわけですけれども、そのうち、

２地区になりますけれども、ちょうど取り組みが結構厳しいという状況をお聞きしてい

るところでございます。２地区につきましては、高齢化で耕作される方も少なくなりま

して、人員不足ということが発生していて、つくれないということで、今のところお聞

きしているところでございます。 

  第５期対策に向けて、町の考えということでございますけれども、こちらの中山間事

業につきましては、平成31年度で新規拡充のメニューはないわけですが、平成28年度の

段階で、耕作放棄地が出た場合、今までですと、その組織の全部の面積の交付金を返さ

なければならないということであったのですが、それがやめた部分の一部の耕作放棄地

の返還ということで、一定要件を満たせばですけれども、なりましたので、そういうこ

ともありますので、今後は５年間必ずつくらなくてはならないということはあるのです

が、とりあえずやってみて、２年目でだめだったという場合は、その部分の返還しか発

生しないということもありますので、皆さんで取り組んでいっていただきたいなと思っ

ているところでございます。 

  あと、中山間の農地につきましては、結構な面積を今皆さんで維持していただいてい

るところでございます。山間部になりますと、どうしても維持できないというところも

あると思いますので、そこについてはゾーニングという形で、本当に守らなければなら

ないところを地元での話し合いを中心にして、ちゃんと守っていくところを選定してい

っていただきたいと思っているところでございます。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） この協定条件が若干緩和されてきているというようなお話でした。

また、ゾーニングもしていかなければならないということを考えれば、当然人・農地プ

ランとのかかわりも出てくるであろうと思いますけれども、その辺のかかわりについて

の考えをお聞かせいただきたいと思います。 
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○委員長（菅原隆男） 大木農林課長。 

○農林課長併農業委員会事務局長（大木健一） お答え申し上げます。 

  第４期の終盤ということもございまして、今年度の人・農地プランの話し合いも行わ

れましたけれども、そういった中山間の今後の取り組みをどうするかという部分も含め

て、職員の体制といたしまして、丹野係長以下の農村整備の職員も一緒に人・農地プラ

ンの会議に入っていただいて、協議を行ってきたという状況です。具体的な結論までに

は至っておりませんけれども、今後もそのような形で、今までは農業振興だけで話をし

てきた経過はございますが、農村整備の視点からも入っていきながら、できるだけ継続

できるように、先ほど丹野係長が申し上げたように、ゾーニングというのも今後は必要

になるかもしれません。そういったことも含めて各集落ごとに状況も違いますので、そ

の状況に合わせた対応がとれるようにということで、町としても取り組んでまいりたい

と思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） ５番、小口委員。 

○５番（小口尚司） 中山間地域の農地保全については、この同じ43ページの７番の多面

的機能支払交付金事業もあって、両方を活用しながら農地、農道、農業施設を維持して

いるという現状かと思います。多面的機能支払交付金制度が出てきたことによって、中

山間地域等の直接支払いの部分については、耕作者にも大分還元されているというとこ

ろから見ても、中山間地域の農業を維持していく上では、大変重要な事業かと思います

ので、なるべくこの５期対策についても多くの集落が協定を結びながら、この事業を活

用していけるように指導もよろしくお願いしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） ８番、山田委員。 

○８番（山田 仁） 概要書の44ページになりますけれども、農業再生協議会ということ

でありまして、特に機構集積協力金ということで343万円ほどのここで事業が計上され

ていますけれども、具体的にここに地域集積協力金５件とか、いろいろなこの３件があ

りますけれども、この辺具体的にどの辺の地区がどういうことで今現在進んでいるとか、

そういうことがあれば教えていただきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 高田係長。 

○係長（高田 博） はい、お答えいたします。 

  こちら機構集積協力金の事業につきましては、当町におきましても平成26年度より事

業を実施しているところでございます。こちら、町内で申し上げますと、特に川西側に

なるのですが、東西の高玉、東西の横田尻、そして山口地区が非常に進捗しておりまし

て、今申し上げました５つの地区につきましては、法人化という形で、農業法人も高い

割合で設立されております。そういった方々に非常に奮闘していただいておりまして、

集積にもご協力いただいているという現状になります。地域として、今申し上げるとこ

ろから漏れておりますけれども、鮎貝地区におきましては、サンファームしらたかが法
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人として集積に協力いただいているという現状がございます。 

○委員長（菅原隆男） ８番、山田委員。 

○８番（山田 仁） 主に蚕桑地区にこういう体制が起きているということで、非常にこ

のことにつきましては、農地を集約するという意味で、非常に大切なことだと思います

し、農業者の高齢化に伴いまして、耕作できない方もだんだん出てくるという中で、非

常に大事な事業だと思います。 

  それで、農地の貸し借り、特に白鷹町でも今後大きな問題になろうかと思います。基

本的には人・農地プランが基本となり、借り手、貸し手をお互いに探しながら、農地の

流動化を図るということになるかと思いますけれども、その中でも、こういう機構協力

金を生かしながらやるということが非常にいいんじゃないかなと思うわけです。その辺、

今後の特に借り手、貸し手の農地の流動化といいますか、その辺について進め方等につ

いてコメントがありましたらお願いしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 高田係長。 

○係長（高田 博） お答えいたします。 

  先ほど、小口委員のご質問にもありました中山間と重複する部分が出てくるかとは存

じますけれども、まず、人・農地プランということで、町といたしまして19地区に分け

まして、人・農地プランを作成しております。こちらの部分を核といたしまして事業を

この部分進めてまいりたいと考えておりますけれども、町行政だけが、この考えを持っ

ていたとしましても、前に進むことができませんので、まずは地域の方々、皆様方に担

い手の減少や荒廃農地がふえつつあるという今現在起きている現状に対しての危機感と

か、そちらを共有していただいたり、また、解決するための話し合いを密に進めていた

だいて、地域農業の将来像を描いていただいて、そして、地域と町が一体となって、こ

の事業を推進していければなと考えているところでございます。 

  以上です。 

○委員長（菅原隆男） ８番、山田委員。 

○８番（山田 仁） 私、特に今回萩野地区の基盤整備事業、何年も見ておるわけであり

ますけれども、よくあそこまでできたなと、萩野地区のあのまとまりが本当にモデルに

なるのじゃないかなと思いますし、あの萩野にも続くような集落をこれは今度萩野とい

う集落ばかりではなくて、白鷹町という集落でも結構なるわけでいいと思いますが、そ

う萩野の次を進むような、そういう事業を進めていただきたいと思いますけれども、ひ

とつ課長、意気込みを聞かせてください。 

○委員長（菅原隆男） 大木農林課長。 

○農林課長併農業委員会事務局長（大木健一） お答えを申し上げます。 

  すごく意気込みと言われますとなかなか私だけではできないのですが、高田係長から

もありましたように、地域の皆さんと一緒に話をしながら、よりよい方向に行けるよう
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にということで、今後も継続してやっていきたいと思っております。恐らくこれから５

年、10年となりますと、まだまだ農家の数というのも減ってくるのかなという予想もさ

れます。その場合、今19地区で人・農地プランでいろいろ話をしておりますけれども、

もっと大きな広範囲な人・農地プランという形で例えば川東地区全体とか、川西全体と

いう形で見ながら、じゃあその農地をどうしていくのだということを話していかなけれ

ばならない日が恐らく近い日来るのかなという予想もしております。まずはそういった

話し合いの場を設けることが今後重要になってまいりますので、先ほど小口委員のご質

問にもお答えしたとおり、それぞれの地域に入りながら、体制も強化しながら取り組ん

でまいりたいと思いますので、引き続きよろしくお願いしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 11番、佐藤委員。 

○11番（佐藤京一） あした商工観光課で質問をしようと思っていたのですが、45ページ

の一番上、先ほどから出ている事業ですけれども、ふるさと森林公園ということで、景

観ということですが、この予算で、あそこの道路の上にある橋、壊せませんか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  本事業の内容といたしましては、先ほどご説明したとおり、間伐、抜き取り、枝落と

しなどの森林整備という内容でございまして、施設の取り壊し等は難しいものと認識し

ているところでございます。 

○委員長（菅原隆男） 11番、佐藤委員。 

○11番（佐藤京一） わかりましたあしたします。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） 概要書44ページの農業次世代人材投資事業についてですが、これた

しか旧の青年就農給付金だと思うのですが、ここら辺のこの７名分を見込んでいるとい

うことですが、大体どのような農業をなさるのかをお伺いします。 

○委員長（菅原隆男） 高田係長。 

○係長（高田 博） はい、お答えいたします。 

  奥山委員おっしゃられるとおり、以前は青年就農給付金交付事業という名前で以前か

ら推進されていた事業でございます。今年度の実績といたしましては、８名の方に対し

て交付をさせていただきました。少しずれますけれども、平成31年度の交付対象予定者

につきましては半期分、半年分ですが、その75万円という方が２名で、１年間通してと

いう方が４名で、新たに来られるのかなという新規ということで１名分ということで予

算化してございます。 

  これまでのこちらの給付金を受けていらっしゃる方ということでお話をさせていただ

きますと、特に農業フェアということで仙台とか、東京に出向きまして、こちらから、

白鷹町で就農してみませんかということで農業フェアに参加いたしまして、こちらに興
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味を持っておいでくださる方が主となっておりまして、こちらで法人の方、個人の方に

就農経験を２年間ほど積んでいただいた上、就農に向けてさらに独立してやっていきた

いという方に対しまして、 長５年間について給付をさせていただいているというのが

おおよその方々でございます。 

  実際、何をなされているかとなりますと、先ほど申し上げました２年間の中で学んだ

トマトであったり、あとご自分でこういったものをしてみたいという考えをお持ちの方

は小松菜を生産なされたり、丸なすを生産なされたりということで、現在のところはな

されている方がいらっしゃるということでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） そうしますと、準備型という項目もあったと思うのですが、これ経

営開始型と書いてあるのですが、準備型はどこかに行っちゃったのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 大木農林課長。 

○農林課長併農業委員会事務局長（大木健一） お答え申し上げます。 

  町の予算を通すのが経営開始型、準備型は県から直接その対象者に支払われるという

ことになっておりまして、主に農林大学校に行かれる方ですとか、そういう方とあと実

際に白鷹町の農家に入ってきて、研修をされる方もいらっしゃいますけれども、その

方々は準備型ということで活用されていますが、繰り返しになりますけれども、県から

直接ということでございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） わかりました。 

  これ５年間の間に農地を所有権移転するという条件もあるようですが、これについて

大丈夫移転されるという前提のもとでこの事業があるのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 大木農林課長。 

○農林課長併農業委員会事務局長（大木健一） お答え申し上げます。 

  親元就農の方で、例えばお父さんとかがいて、その家を継ぐ形で入っていますけれど

も、部門の違う作物をするというケースをご想定いただければと思いますけれども、そ

の給付の５年間の間に例えば父親名義の土地をその息子の名義にかえるということをす

ることによって該当になるということでして、これまでもそういったケースで名義変更

しながら、活用されてきた方がいらっしゃいますので、その状況を見ながらさまざまご

指導というか、ご支援をさせていただいているということでございます。これが新しい

制度の中では、この貸付、利用貸借という部分でも可能になってくるという情報がござ

いますけれども、そのようなことで、状況に合わせて、その方に合わせて対応をしてま

いりたいと考えてございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 
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○９番（奥山勝吉） 所有権移転となると、農業者年金の問題もかかわってくると思うの

で、そこら辺も大事かなと思ったのですが、この事業、資金が停止になる場合という文

言がついていると思うのですが、ここら辺の中で、適切な農業経営を行っていないと判

断された場合という文言もあるのですが、これ誰がその適切な農業経営を行っていない

という判断をするのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 大木農林課長。 

○農林課長併農業委員会事務局長（大木健一） お答え申し上げます。 

  この次世代人材投資事業のフレームが去年、一昨年ぐらいから変わったわけでござい

ますけれども、町を中心にその方を支援していくサポート体制というのをつくらなけれ

ばならなくなりました。当町では、町、農業協同組合、それから山形酪農業協同組合、

あと普及課、共済組合も入っていただいておりますけれども、そのチームをつくって、

さまざま就農者の方に対するアドバイスなどを行っております。それがこの次世代人材

投資事業になってから、給付を受けた方というのは、今のところ前の青年就農交付金の

段階でもらった方しかまだいなくて、そのサポート体制というのが実際にはまだ本格稼

働してございませんけれども、今度新たにもらう方については、そういったサポート体

制のもと、しっかりと定着できるようにということで支援をしていくことになります。

当然、しっかりした営農がなされていない場合は、そこが中心となりながら、これは給

付できないなという判断をしていくということになってまいります。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） もう一つですが、これは350万円以上、前年度総所得があると、こ

れもまた資金停止の条件ということのようですが、この350万円、総所得350万円という

理解はどのような意味の総所得でしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 大木農林課長。 

○農林課長併農業委員会事務局長（大木健一） お答え申し上げます。 

  収入があって、そして経費を引いて、残った所得で350万円ということになりますの

で、そのあたりは経営上、かなり上手にされているケースもございます。就農当初は経

費も大分かかりますので、どうしても残る所得が少なくなってくるという状況のようで

ございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） はい、わかりました。 

  次に、46ページの有害鳥獣対策事業についてお伺いします。これは拡充となっていま

すが、まず、今非常にイノシシが白鷹町も多いというような状況のようですが、まずイ

ノシシの白鷹町の生息状況について、どのような状況なのか伺います。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 
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  イノシシの生息状況につきましてですけれども、町として正確な数字はまだ把握して

おりません。来年度から新たに詳細な目撃情報及び被害状況などがありましたら、新た

に定めました様式に基づきまして、報告なりしていただいて、町で調査を行いながら実

態の把握に努めていきたいと考えております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） どこへ行ってもイノシシの被害ということで、高齢者の方が悩んで

おられるようですが、電気柵については、熊についてはどうも効果があると、大変効果

があるという話は聞いているのですが、イノシシにはなかなか難しいということで箱わ

な、ワイヤーのわななどを使っているようですが、なかなか成果が出ていないようです

が、そこら辺の原因をどのように捉えているのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  イノシシの対策につきましては、町でも有害鳥獣の研集会等に行きまして、特にこと

しにつきましては、イノシシを重点的に研修会に参加させていただいて勉強させていた

だいております。その中でよく言われるのが、イノシシは非常に警戒心が強い動物であ

るということが繰り返し述べられている状況でございます。やはりなかなか箱わなには

警戒心が強いことから入りにくいと。それから、短期的な設置ではなかなかやはり同じ

く捕獲が難しいと。長期戦になるのを覚悟してくださいというような研修会での話にな

ってございます。 

  それから、電気柵でございますけれども、電気柵につきましても、適切に配置した場

合につきましては非常に効果があると。効果がないというのが、電気柵の設置の位置を

誤っている。熊対策に設定した電気柵では、イノシシはかからない可能性がございます。

熊ですと２段ぐらいで済むのですけれども、イノシシの場合、補完するような形で３段

ぐらいの設置ということで、効果があると。それから、同じく電気柵に触れて、衝撃を

受けた、痛いものだという学習を行うことによって、近寄らなくなるということもござ

います。やはりきちんとした管理がなされていない電気柵、要は電流が流れないとか、

電気をとめていたので、触れても大丈夫だと学習したイノシシにつきましては、その後

電源を入れたり、きちんと整備をしても、効果がなくなるということも繰り返し研修で

習ってきたところでございます。そのようなことから、電気柵の設置につきましても地

元の方が設置されるときは、なるべく詳しく丁寧に説明をして設置をさせて、効果が上

がるようにしていきたいと考えております。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） いろいろな情報を得ますと、杉沢地区に非常にイノシシが今固まっ

て生息している状況のようですが、あそこはたしか保護区ということもありまして、狩

猟での駆除ができないという状況もあるようなのですが、そこら辺も踏まえた場合、イ
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ノシシが今までいなかったわけですから、それに対しての考え方からいきますと、この

保護区の設定も考えざるを得ないのかなと思うのですが、そこら辺はいかがでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  保護区につきましては、狩猟での捕獲はできないですけれども、有害鳥獣という形で

の捕獲は可能となってございます。ただし、今先ほども述べたとおり、わなでの捕獲は

なかなか厳しいと。やはり実績が一番あるのは巻き狩りということで、銃猟による駆除

が有効という形だとは思うのですが、やはり銃猟、巻き狩りにつきましては、降雪、落

葉した後でなければ実施できないという季節的な条件も重なることから、なかなかやっ

ぱり厳しい、頭数を減らしていくのはなかなか厳しいという状況は認識してございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） 雪国のイノシシは雪が降ると、なかなか歩くのが遅くなるというこ

とで、捕獲できるということのようであります。この事業概要の中で、狩猟免許の新規

取得者に対する免許、銃砲所持許可の費用補助とありますが、今年度は大体何人ぐらい

を想定しているのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えをいたします。 

  当初５名を想定してございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） はい、わかりました。 

  その５名の方は若い方なのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） こちら、今年度平成30年度の実施要綱上ですけれども、一応65歳未

満ということで限定してございます。できれば若い方に取得していただきたいのですが、

やはり銃の取得には大きな経費がかかるということもあり、経済的な問題もあろうかと

思いますので、若い方、率先して入っていただければと町としては考えてございます。 

○委員長（菅原隆男） ９番、奥山委員。 

○９番（奥山勝吉） それでは 後に、狩猟者登録の課税免除の特例が今まであったので

すが、これ狩猟税の登録免許の延長というのはあるのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 松下係長。 

○係長（松下貴洋） お答えいたします。 

  こちらにつきましては、まだ県から特段通知がございませんので、引き続き説明会で

は延びる、延長されることだったかと思うのですが、こちらはまだ把握し切れておりま

せん。 

○委員長（菅原隆男） 10番、石川委員。 
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○10番（石川重二） 私から１つ申し上げます。 

  概要書の42ページ、２番目の中丸ため池の問題です。上が県管理の大きな河川で、そ

して平成25年、平成26年と大量の土砂が流れ込んで非常に大騒ぎした。そして、今後も

その砂混じりの土砂が堆積している池が大雨とか、さらにふえて、さらには直下型の地

震が来たら、間違いなく破壊されてしまう可能性がある。そういう感じで、この調査、

この金額は調査資料費というか、そういう数字なのでしょうか。 

○委員長（菅原隆男） 丹野係長。 

○係長（丹野和彦） はい、お答え申し上げます。 

  鮎貝地内の中丸ため池につきましては、約50ヘクタールの受益地を持つため池であっ

たわけですけれども、その受益者が土地区画整理の事業による宅地化でいなくなったこ

とから、農業用としてのため池の機能を失ったものでございまして、現在、大量の土砂

が上流から流れてきている状況は確認しているところでございます。 

  今回の委託料につきましては、ため池を安全に廃止するということで、目的を持って

この事業にとりかかっているところでございまして、現在、ため池の土質調査と現地調

査を行ったところでございます。その結果ですけれども、やはり土砂が流れてきたもの

が大分柔らかくて、現地では使えないという結果もあるところでございます。今回のた

め池の上流部から流れてくる砂につきましては、河川の中にため池があるという点が、

まず第１点の問題、もう１点につきましては、流れ出るところの断面が大分小さいとい

うところもございますので、その辺を考えながら、この平成31年度の調査計画の事業費

を使いまして、将来的に経済的で、有効的な安全に廃止できる方法を模索しながら、廃

止する方向で検討するというもので、今回の委託費をつけているところでございます。 

○委員長（菅原隆男） 10番、石川委員。 

○10番（石川重二） ２年前にも調査費をつけましたけれども、また調査費だけで終わっ

てしまう調査では甚だ困るものだと思いますので、その辺、必ず危険性をなくすように

町としても頑張って、今後に考えていただきたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） 佐藤町長。 

○町長（佐藤誠七） 以前より委員からは何度も何度もご質問もいただいておりますし、

またご指摘もいただいております。それは本当に真摯に受けとめさせていただいており

ます。今、国でも西日本のあのように大変なため池が決壊し、人命にまでかかわったと

いうことが現実にあったわけでございまして、我々も農林水産省を初め、そちらこちら

といろいろな調整をさせていただきながら、このたびこのような形になったと。以前の

調査につきましては、樋門というのでしょうか、そこまでは確認したのですが、あまり

のも土圧が強過ぎて、それ以上進めなかったという現実であります。これは確実に

100％その危険性を除去するということは申し上げられないわけでございますが、でき

る限り、私どもとしては、危険性の除去に向けて、頑張ってまいりますので、よろしく
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ご理解をお願いしたいと思います。 

○委員長（菅原隆男） ほかにございませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○委員長（菅原隆男） 質疑終結と認めます。 

    ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――     

○委員長（菅原隆男） ここでお諮りいたします。 

  一般会計予算の審査途中ですが、本日の会議を、会議規則第24条第２項の規定に

より、これをもって延会としたいと存じますが、ご異議ございませんか。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長（菅原隆男） ご異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議はこれをもって延会することに決しました。 

  ご苦労さまでした。 

 

 延 会       〈午後３時５３分〉 
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